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１ 計画見直しの目的等 

 

１－１ 計画見直しの目的 

小山市では、小山市総合計画の工業の振興に関する部門別計画として、平成28（2016）年３月

に「第二期小山市工業振興基本計画」（以下「現行計画」）を策定し、本市の計画的・発展的な工

業振興を目的として、積極的な企業誘致や新たな工業団地の整備をはじめ、現行計画に沿って各

種施策の展開を図ってきました。 

また、平成27（2015）年10月には、人口減少に歯止めをかけるとともに、将来にわたって活力

ある社会を維持するための基本的な計画「小山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、

産業の振興による新たな雇用の創出を基本目標の一つとして掲げています。 

このような中、令和２（2020）年度が現行計画の計画期間［平成28（2016）年度～令和７（2025）

年度］の中間年次となることから、現行計画策定以降における事業・施策進捗や、工業振興に係

る状況変化等を踏まえて、必要に応じた事業・施策の位置付けを再考しながら、現行計画の中間

見直しを行うものです。 

 

１－２ 計画の役割と位置づけ 

本計画は、「小山市総合計画」を上位計画とする工業振興関連部門の個別計画であり、小山市

総合計画における都市像や基本目標等を踏まえるとともに、産業振興に深く関わる「小山市ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」における具体的事業との整合を図りながら策定します。 

また、「小山市都市計画マスタープラン」「小山市男女共同参画基本計画」「小山市多文化共生

社会推進計画」等、本市の関連計画や制度をはじめ、国、栃木県の工業振興に係る動向や政策も

勘案した計画として策定します。 

 

■ 計画の位置づけ 
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基本計画 

 

 

 

国・県の 
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整合 整合 
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１－３ 計画の期間 

本計画の計画期間は平成28（2016）年度から令和７（2025）年度までの10カ年としています。 

中間年次の令和２（2020）年度までにおいては、第７次小山市総合計画や小山市まち・ひと・

しごと創生総合戦略との一体性を踏まえながら、企業の抱える緊急的課題に対しスピーディーな

事業展開を図ります。 

一方、工業団地開発等の基盤整備など比較的長期的視点での事業展開が必要なものについては、

10カ年の計画期間の中で社会経済情勢等の変化に柔軟に対応しながら、着実な事業推進を目指し

ます。 

従って、次期総合計画等の上位計画との整合性や、社会経済情勢の流れの中で生じる新たな課

題等への対応及び事業の進捗状況等を踏まえ、本計画の進行管理を行いながら、中間年次である

令和２（2020）年度において、検証及び必要な見直しを行います。 

■ 計画の期間 

年  度 
H28 

（2016） 

H29 

（2017） 

H30 

（2018） 

R1 

（2019） 

R2 

（2020） 

R3 

（2021） 

R4 

（2022） 

R5 

（2023） 

R6 

（2024） 

R7 

（2025） 

小山市全体の総合的・ 
長期的指針としての 

【小山市総合計画】 

          

工業振興に深く関わる 
計画としての 

【小山市まち・ひと・しごと 
創生総合戦略】 

          

部門計画としての 

【第二期小山市 
 工業振興基本計画】 

          

 

１－４ 策定体制 

本計画の見直しにおいては、「小山市工業振興懇話会」（以下、「懇話会」と言います。）の意見

を聴取するとともに、事業者の実態や本市の工業を取り巻く課題等を把握しながら、「第二期小

山市工業振興基本計画見直し策定委員会」において検討を進めます。 

■ 策定体制 

 

 

 

 

 

 

【第７次】平成 27（2015）年度 
～令和２（2020）年度 

【第 1 次】平成 27（2015）年度 
～令和元（2019）年度 

平成 28（2016）年度～令和７（2025）年度 
［令和２（2020）年度で中間見直し］ 

【第８次】令和３年（2021）年度 
～令和７（2025）年度 

  庁 内 検 討 体 制 

事   務   局（産業観光部 工業振興課） 

小山市工業振興懇話会 

コンサルタント 

工業関係者・意見反映・意向把握 

第二期小山市工業振興基本計画

見直し策定委員会 

【第 2 次】令和２（2020）年度 
～令和６（202４）年度 
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２ 事業の進捗状況・評価及び工業を取り巻く社会情勢 

 
２－１ 進捗状況の把握と評価 

（１）具体的取り組みの進捗状況と評価 

①計画全体 

現行計画において位置づけられている32事業について、事業ごとに設定されている中間年次

「ＫＰＩ（重要業績評価指標）」（現行計画では全36個）から全体の進捗を見ると、「着実に進ん

でいる」が約36％（13個）、「概ね進んでいる」が50％（18個）となっており、合わせて約９割近

くのＫＰＩが現行計画に基づき一定の進捗を見せている状況です。 

一方、「あまり進んでいない」は約６％（２個）となっています。 

また、約８％（３個）については、該当する事業が終了しています。 

計画全体としては一定の事業進捗による評価はできるものの、本計画においては、進捗状況を

念頭に、継続性、実現性、必要性等を踏まえながら、事業の位置づけについて検討していくこと

が求められます。 

 

■ 計画全体の事業進捗（中間年次ＫＰＩの達成状況） 

 

 

36.1%

50.0%

5.6%
8.3%

着実に進んでいる

おおむね進んでいる

あまり進んでいない

終了

進捗状況 ＫＰＩ数 割合

着実に進んでいる 13 36.1%

おおむね進んでいる 18 50.0%

あまり進んでいない 2 5.6%

終了 3 8.3%

計 36 100.0%
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②基本目標別 

【基本目標Ⅰ：地域とともに発展する力の創造－活力・魅力づくり】 

基本目標Ⅰに位置づけられている計９事業のＫＰＩ（全10個）のうち、「着実に進んでいる」（Ａ

表記）は３個、「おおむね進んでいる」（Ｂ表記）は５個、「あまり進んでいない」（Ｃ表記）は１

個となっています。事業ごとに見ると、自社製品販路拡大支援補助金交付事業や、本場結城紬情

報プロモーション事業などが着実に進んでいる一方、海外販路拡大事業については大きな進捗が

見られない状況です。 

なお、工業団地グラウンドワーク支援事業については、助成金の基金が縮小していることから、

現在はグラウンドワーク助成金を利用せず、別途負担金として環境の整備を実施していただいて

いるため事業的には終了（進捗状況としてはＤ表記）となっています。 

 

■事業ごとのＫＰＩと中間年次での進捗一覧 

事 業 名 
中間年次 

ＫＰＩ 

見込値 

（中間年次） 
達成率 

進 捗 

状況(*) 

見直し内容 

方向性について 

Ⅰ－１．地元企業の育成・振興 

① 
中小企業 ISO 等認証取得支

援事業【既】 
20 件 16 件 80.0% Ｂ Ｐ38 

② 
中小企業工業所有権取得支

援事業【既】 
20 件 13 件 65.0% Ｂ Ｐ39 

③ 
中小企業研究開発支援事業

【既】 
15 件 6 件 40.0% Ｂ Ｐ39 

④ 
自社製品販路拡大支援補助

金交付事業【既】 
30 件 30 件 100.0% Ａ Ｐ40 

⑤ 海外販路拡大事業【新】 20 件 3 件 15.0% Ｃ Ｐ41 

⑥ 
中小企業設備投資促進事業

【新】 
20 件 41 件 205.0% Ａ Ｐ42 

Ⅰ－２．おやまブランド産業の振興・情報発信 

① 
本場結城紬復興・振興関連

事業【既】 

1,600 人 529 人 33.1% Ｂ 
Ｐ43 

3,500 人 900 人 25.7% Ｂ 

② 
本場結城紬情報プロモーシ

ョン事業【新】 
10,000 人 9000 人 90.0% Ａ Ｐ44 

Ⅰ－３．環境と共生する工業の推進 

① 
工業団地グラウンドワーク

支援事業【既】 
25 件 

2 件 8.0% 
Ｄ Ｐ45 

（H28） （H28） 

(*)進捗状況の表記について［令和元（2019）年度末時点］ 

Ａ ： 着実に進んでいる 

Ｂ ： おおむね進んでいる 

Ｃ ： あまり進んでいない 

Ｄ ： 終了
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【基本目標Ⅱ：さらに発展する工業力の創造－人と企業に選ばれる基盤づくり】 

基本目標Ⅱに位置づけられている計７事業のＫＰＩ（全７個）のうち、「着実に進んでいる」（Ａ

表記）は１個、「おおむね進んでいる」（Ｂ表記）は５個となっています。事業ごとに見ると、す

べての事業において一定の進捗が見られ、特に工業振興奨励金拡大事業が着実に進んでいる状況

です。 

なお、「情報基盤充実・整備事業」については、企業間の情報交換による取引拡大を目的とし

た小山工業情報ネットワークを活用していましたが、利用がなく機能していないことから、会員

企業に意向調査を行ったうえでネットワークを廃止したため終了（進捗状況としてはＤ表記）と

なっています。 

 

■事業ごとのＫＰＩと中間年次での進捗一覧 

事 業 名 
中間年次 

ＫＰＩ 

見込値 

（中間年次） 
達成率 

進 捗 

状 況 

見直し内容 

方向性について 

Ⅱ－１．戦略的新規工業団地の整備 

① 
新４号国道沿線新規工業団

地開発推進事業【新】 21 ha 10.9 ha 51.9% 
Ｂ Ｐ46 

② 工業団地開発推進事業【既】 Ｂ Ｐ46 

Ⅱ－２．戦略的企業誘致の促進 

① 
工業振興奨励金拡大事業

【既】 

22 件 7 件 31.8% 

Ａ Ｐ47 

② 
企業立地優遇制度補助金交

付事業【既】 
Ｂ Ｐ47 

③ 
本社機能移転補助金交付事

業【新】 
Ｂ Ｐ48 

④ 企業誘致計画策定事業【新】 1 件 0 件 0.0% Ｂ Ｐ48 

Ⅱ－３．情報基盤の充実・整備 

① 
情報基盤充実・整備事業

【既】 
400 社 341 社 85.3% Ｄ Ｐ49 
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【基本目標Ⅲ：新たな働く力の創造－雇用創出・労働環境づくり】 

基本目標Ⅲに位置づけられている計８事業のＫＰＩ（全10個）のうち、「着実に進んでいる」（Ａ

表記）は４個、「おおむね進んでいる」（Ｂ表記）は５個、「あまり進んでいない」（Ｃ表記）は１

個となっており、事業ごとに見ると、緊急雇用対策事業（雇用促進奨励金）、地元企業就職支援

事業などが着実に進んでいる一方で、求職者技能向上教育訓練奨励金交付事業については大きな

進捗が見られない状況です。 

 

■事業ごとのＫＰＩと中間年次での進捗一覧 

事 業 名 
中間年次 

ＫＰＩ 

見込値 

（中間年次） 
達成率 

進 捗 

状 況 

見直し内容 

方向性について 

Ⅲ－１．企業に対する支援 

① 
緊急雇用対策事業（雇用促

進奨励金）【既】 
100 件 109 件 109.0% Ａ Ｐ50 

② 
トライアル雇用促進支援

事業【既】 
50 件 16 件 32.0% Ｂ Ｐ51 

Ⅲ－２．求職者に対する支援 

① 
求職者技能向上教育訓練

奨励金交付事業【既】 
20 件 6 件 30.0% Ｃ Ｐ52 

② 
地元企業就職支援事業

【新】 
400 人 494 人 123.5% Ａ Ｐ52 

③ 就労支援事業【新】 1.55 倍 1.34 倍 86.5% Ｂ Ｐ53 

Ⅲ－３．新たな転入勤労者に対する支援 

① 
転入勤労者等住宅取得支

援補助金交付事業【既】 
500 件 491 件 98.2% Ａ Ｐ54 

Ⅲ－４．企業に対する支援 

① 
子育て支援、ワーク・ライ

フ・バランス促進事業【既】 
31 社 65 社 209.7% Ａ Ｐ55 

② 労働者福祉充実事業【既】 

1,300 

事

業

所 

1088 

事

業

所 

83.7% Ｂ 

Ｐ56 

5,000 人 4489 人 89.8% Ｂ 

59,000 人 52,993 人 89.8% Ｂ 
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【基本目標Ⅳ：次代の小山を担う力の創造－人・ものづくり】 

基本目標Ⅳに位置づけられている計５事業のＫＰＩ（全５個）のうち、「着実に進んでいる」（Ａ

表記）、「おおむね進んでいる」（Ｂ表記）がそれぞれ２個となっており、事業ごとに見ると、経

営相談が好評な企業経営体質強化事業、ものづくり人材育成助成金交付事業が、特に着実に進ん

でいる状況です。 

なお、「インキュベーションオフィス運営事業」については、設立当初に比べ、ネット環境も

整備されたことから、自宅でも開業が可能となり、オフィスの需要が減少したと判断し、運営を

停止したため終了（進捗状況としてはＤ表記）としています。 

 

■事業ごとのＫＰＩと中間年次での進捗一覧 

事 業 名 
中間年次 

ＫＰＩ 

見込値 

（中間年次） 
達成率 

進 捗 

状 況 

見直し内容 

方向性について 

Ⅳ－１．若者や女性等の創業支援・育成 

① 
インキュベーションオフ

ィス運営事業【既】 
3 人 1 人 33.3% Ｄ Ｐ57 

② 創業応援事業【新】 5 件 3 件 60.0% Ｂ Ｐ58 

Ⅳ－２．経営力の強化 

① 
企業経営体質強化事業

【既】 
5 回 ※74 回 1480.0% Ａ Ｐ59 

Ⅳ－３．若手人材の教育環境・基盤整備 

① 
ものづくり人材育成助成

金交付事業【既】 
100 件 137 件 137.0% Ａ Ｐ60 

② 
小山市工業大学セミナー

事業【既】 
400 人 338 人 84.5% Ｂ Ｐ61 

※ 従来の経営トップセミナーの開催件数に加え、新たに創業・経営相談件数を反映させたことに

よる増加。 
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【基本目標Ⅴ：互いに支え合う力の創造－交流・ネットワークづくり】 

基本目標Ⅴに位置づけられている計３事業のＫＰＩ（全４個）のうち、「着実に進んでいる」（Ａ

表記）は３個、「おおむね進んでいる」（Ｂ表記）は１個となっており、事業ごとに見ると、地元

企業のＰＲ・交流機会創出事業、企業立地促進事業と周知・ＰＲ事業などが、特に着実に進んで

いる状況です。 

 

■事業ごとのＫＰＩと中間年次での進捗一覧 

事 業 名 
中間年次 

ＫＰＩ 

見込値 

（中間年次） 
達成率 

進 捗 

状 況 

見直し内容 

方向性について 

Ⅴ－１．地元企業の PR・交流機会の創出 

① 
地元企業のＰＲ・交流機会

創出事業【既】 

200 人 209 人 104.5% Ａ 
Ｐ62 

10 回 9 回 90.0% Ａ 

Ⅴ－２．企業立地のための支援拡大 

① 
企業立地促進事業と周

知・ＰＲ事業【既】 
5,000 部 3,000 部 60.0% Ａ Ｐ63 

Ⅴ－３．おやま産学官ネットワークの支援 

① 
異業種間・企業間交流事業

【既】 
20 回 15 回 75.0% Ｂ Ｐ64 
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２－２ 工業を取り巻く社会情勢 

（１）社会情勢 

①人口減少・少子高齢化 

【全 国】 

厚生労働省によると、これまで増加を続けてきた我が国の人口は、一転して減少していく見

通しとなっており、人口減少はまずは地方で加速して進み、令和２（2020）年から令和７（2025）

年にかけて、全ての都道府県で人口減少に転じるとされています。 

国立社会保障・人口問題研究所の「将来推計人口」［平成 29（2017）年推計］によれば、令

和 47（2065）年には我が国の総人口は 8,808万人に減少し、65歳以上人口割合は約 40％に、

14歳以下人口割合は約 10％になる見込みとなっています。 

特に少子化については、将来的な就業者数の減少による労働人口の減少が危惧され、若者の

結婚、出産、子育て環境の充実、若者の雇用の安定を確保することが求められています。また、

地方で雇用を拡大し、地方の人材の流出を食い止め東京一極集中に歯止めをかけることも重要

です。 

これらの傾向は、現行計画策定時から特に大きな変化はなく、引き続きこの状況を前提とし

た対策が必要となっています。 

■ 日本の人口構造の推移と見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：厚生労働省 

2065 
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【小山市】 

現在策定が進められている第８次小山市総合計画における人口フレームを見ると、小山市の

人口は令和２（2020）年の約 16.7万人をピークに減少傾向に転じるものと推計されており、

令和７（2025）年時点ではその人口を維持することを目標においています。 

また、年齢階層別人口割合を見ると、年少人口、生産年齢人口が減少、老年人口が増加し、

令和７（2025）年では、それぞれ約 13％、約 61％、約 27％を目標としています。 

本市においても、さらに少子高齢化が進行し、長期的には総人口の減少、年少人口の減少な

どが予測されます。 

■ 本市の総人口及び年齢階層別人口割合の見通し 

区 分 

実績値 推計値 目標値 

平成17年 

（2005） 

平成22年 

（2010） 

平成27年 

（2015） 

令和２年 

（2020） 

令和７年 

（2025） 

総人口 160,150人 164,454人 166,760人 167,536人 167,000人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（各年10月１日現在） 

※令和２（2020）年の総人口は国立社会保障・人口問題研究所による推計値 

※総数には年齢不詳を含むため、年齢別構成の合計は100％に一致しない場合があります 

 

資料：第８次小山市総合計画（策定中）
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170,000

平成17年
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平成22年
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平成27年

(2015)

令和２年

(2020)

令和７年

(2025)

年齢構成人口（人）

【実績値】

老年人口
（65歳以上）

【目標値】

年少人口
（0～14歳）

生産年齢
人口

（15～64歳）

【推計値】
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②景気動向 

【全 国】 

景気ＤＩ［業況判断指数、令和２（2020）年 12月］を見ると、現行計画策定時［平成 27（2015）

年 9月時点］以降、平成 30（2018）年には最大で 51.1まで回復しましたが、平成 30年以降緩

やかに下降に転じています。加えて、令和元（2019）年以降では、新型コロナウイルス感染症

の感染拡大に伴い大幅に下降しました。令和２（2020）年５月以降に回復の兆しを見せたもの

の、同年 11月より再び悪化に転じ、同年 12月の時点で 35.0となっています。 

■ 全国の景気ＤＩ 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：帝国データバンク 

現行計画策定時 
［平成 27（2015）年 9月］ 
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【小山市】 

小山市商工会議所による「第 73回小山市内景気動向観測調査」［令和２（2020）年６月末時

点］によると、売り上げ動向では増加、やや増加がともに 2.2％となっている一方で、減少に

やや減少を加えた割合が 66.7％となっており、現行計画策定時よりも増加傾向が強かった前年

度から一転して、減少傾向が大きく上回っています。しかし、３か月後、６か月後では、増加、

やや増加の割合が大きくなるなど、緩やかながらも経月的に回復に転じる観測となっています。 

また、採算動向でも同様に令和２（2020）年６月を起点とした緩やかな回復傾向へ、資金繰

り動向ではほぼ横ばいへと転じる観測となっています。 

これらの観測を踏まえると、令和元（2019）年末を起点とする新型コロナウイルス感染症の

感染拡大などの影響を受けて、小山市の景気動向は大きく悪化したものの、影響のピークは過

ぎており、今後は緩やかながらも回復傾向に向かうと予想されています。 

■ 小山市内景気動向観測 

 

資料：小山市内景気動向観測調査 

売り上げ動向 

採算動向 

資金繰り動向 
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③経済のグローバル化 

令和元（2019）年の製造業グローバル出荷指数の推移を見ると、令和元（2019）年第四期で

は 99.7となり、海外出荷指数は 104.0、国内出荷指数は 97.7となっています。現行計画策定

後、平成 28（2016）年よりすべての指数が上昇傾向で推移していましたが、平成 28（2018）

～平成 29（2019）年にかけて減少傾向に転じており、グローバル出荷指数、国内出荷指数につ

いては現行計画策定時を下回っています。一方で、海外出荷指数は近年減少傾向ながらも、現

行計画策定時より増加しています。 

今後、グローバル化のさらなる進展により、変化が激しくなる世界市場にて日本の強みを発

揮するためには、日本企業のグローバル経営力強化が不可欠であると言えます。 

■ 製造業グローバル出荷指数の推移［平成27（2015）年＝100］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：経済産業省経済解析室 

現行計画策定時 

［平成 27(2015)年第二期］ 

グローバル 

出荷指数 

海外出荷指数 

国内出荷指数 
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導入している
14.1%

導入していな

いが導入予定

がある
9.8%

導入していな

い
65.4%

分からない
10.7%

 

 
④技術革新・ＩＣＴ 

【クラウドサービス等の導入状況について】 

現行計画策定時以降、社会や生活を取り巻くＩＣＴ環境は目覚ましく進化しています。 

今やＩＣＴは成長のエンジンであり、あらゆる領域に活用される万能ツールとして、経済成

長戦略と社会課題解決の要の位置にあると言っても過言でありません。 

クラウドネットワーク技術を導入する企業は年々増加しており、総務省の通信利用動向調

査［令和元（2019）年度］によると、３分の２近くの企業が、社内にてクラウドサービスを利

用しており（横棒グラフ   部）、現行計画策定時［平成 27（2015）年］から 20.2ポイント

増加しています。併せて、10.4％（横棒グラフ   部）の企業が今後の導入を検討するなど、

今後も増加傾向が続くと予想されています。 

また、最先端技術の一つとして注目を集めているＩｏＴ、ＡＩを用いたシステム・サービ

スについては、約４分の１（円グラフ   部）が導入または導入を検討しています。 

■ クラウドネットワークの導入動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ ＩｏＴ、ＡＩ等のシステム・サービスの導入動向 

 

 

 

 

 

 

 
資料：通信利用動向調査（総務省） 

22.8

24.4

29.4

33.1

36.1

21.7

22.5

27.5

25.6

28.6

15.0

14.5

13.4

14.1

10.4

30.0

29.3

22.1

21.5

17.9

10.4

9.3

7.6

5.7

6.9

0 20 40 60 80 100

平成27年

（2015）

平成28年

（2016）

平成29年

（2017）

平成30年

（2018）

令和元年

（2019）

全社的に利用している 一部の事業所または部門で利用している

利用していないが、今後利用する予定がある 利用していないし、利用する予定もない

クラウドサービスについてよくわからない

資料：通信利用動向調査（総務省） 
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【テレワークの導入状況ついて】 

テレワークを導入する企業は例年増加しており、令和元（2019）年には約３割（横棒グラフ   

部）の企業が導入または導入を検討していると回答しています。 

また、導入の目的については、令和元（2019）年においては７割近くが「業務の効率性（生

産性）の向上」と回答しています。次いで「勤務者のワーク・ライフ・バランスの向上」や「勤

務者の移動時間短縮・混雑回避」が続いており、新型コロナウイルス感染拡大以前より、非常

時の対応以外の効果が注目されていた様子がうかがえます。 

■ テレワークの導入動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ テレワークの導入理由 

13.9

19.1

20.2

4.3

7.2

9.4

81.8

73.7

70.4

0 20 40 60 80 100

平成29年

（2017）

平成30年

（2018）

令和元年

（2019）

導入している 導入予定がある 導入していないし、導入の予定もない

資料：通信利用動向調査（総務省） 

資料：通信利用動向調査（総務省） 
 

56.1

21.7

48.5

26.0

15.1

18.2

68.3

46.9

46.8

27.9

26.0

18.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

業務の効率性（生産性）向上

勤務者のワークライフバランスの向上

勤務者の移動時間の短縮・混雑回避

障がい者、高齢者、介護・育児中の社員な

どへの対応

非常時（地震、台風、大雪、インフルエンザ）

の事業継続に備えて

人材の雇用確保・流出の防止

令和元（2018）年 平成30（2017）年
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⑤環境への意識 

環境対策については、地球環境への負荷軽減等の視点において今や欠かせない企業取り組み

の一つとなっており、社会的責任においても企業努力がなされています。 

「環境にやさしいライフスタイル実態調査」においても、購買活動において環境への影響を

考えてから選択する消費者の割合が多くなっています。 

その傾向は高齢になるとともに強くなり、本市を含め全国的な高齢化に対応した市場とし

ても捉えることもできます。 

一方、若い世代においては、購買活動において環境への配慮を考慮せず、今後もしないとい

う割合の方が多くなっており、グローバルな視点では意識の変革が求められるところです。 

以上の傾向は、現行計画策定時から大きな変化は見られません。 

■ 物・サービスを購入するときは環境への影響を考えてから選択する割合（年代別） 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

資料：平成28（2016）年環境にやさしいライフスタイル実態調査 

 

（％） 
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⑥雇用・労働環境 

労働力調査［令和２（2020）年 12月版］によると、我が国の完全失業者数は 194万人とな

っており、前年同月に比べ 49万人増加し、11か月連続で増加しています。併せて、同月の完

全失業率（季節調整値）は 2.9％であり、こちらは前月と同率で推移している状態です。 

現行計画策定時の平成 27（2015）年 10月による労働力調査からは、完全失業者は 14万人減

少、完全失業率は 0.2ポイント減少しています。新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響

による失業者数の増加はありましたが、雇用環境は数値的には幾分解消されていると考えられ

ます。 

また、雇用均等基本調査［令和元（2019）年度：厚生労働省］によると、一年間に在職中に

出産した女性のうち育児休業した者の割合は令和元（2019）年度において 83％となり、80％台

で推移し、高止まりしています。一方、配偶者が出産した男性のうち育児休業した者の割合は

約 7.5％に過ぎず、近年急激な増加傾向がみられるものの数パーセントと非常に低い割合であ

り、仕事と家庭生活等を両立するための環境整備が求められます。 

さらに、高齢化の進展にともない、家族の介護を考慮するケースの増加が見込まれますが、

介護制度の規定の制定状況割合を見ると、従業者数が 30 人以上の事業所では９割近くあるの

に対し、５人以上 30 人未満の事業所では約７割と少なく、事業所の規模による違いが見られ

ます。ただし、後者については経年的に増加傾向にあり、今後の改善が期待されます。 

このように、安全・衛生面のみでなく、ワーク・ライフ・バランスの取り組みなど、従業者

がより働きやすい労働環境の改善・充実が求められます。 

■ 完全失業率と、失業者数の対前年同月増減の推移 

 

資料：総務省「労働力調査」 
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■ 育児休業取得率の推移［令和２(2020)年７月公表］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 介護休業制度の規定あり事業所割合の推移［令和２(2020)年７月公表］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和元(2019)年度雇用均等基本調査 ［平成 23(2011)年は岩手県、宮城県、福島県を除く全国結果］ 

現行計画策定時 

［平成 27(2015)年 10月速報］ 

▼ 

▲ 

現行計画策定時 

［平成 26(2014)年度］ 

▲ 

現行計画策定時 

［平成 27(2015)年 10月速報］ 

資料：令和元(2019)年度雇用均等基本調査 ［平成 23(2011)年は岩手県、宮城県、福島県を除く全国結果］ 
 

86.6 
83.0 
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88.0 89.0 

66.7 

74.0 
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⑦新型コロナウイルス感染症の感染拡大に関する影響 

【新型コロナウイルス感染拡大の影響について（企業活動への影響）】 

令和２（2020）年７月に行われた小山市・商工会議所・商工会協議会による企業活動影響調

査によると、市内の商工団体に所属している企業の７割以上が、企業活動にて新型コロナウイ

ルスの影響が出ていると回答しているほか、約２割が、今後影響が出る可能性があると回答し

ています。 

また、業種別で見ると、製造業では約８割、建設業では約６割に影響が出ていると回答して

います。 

■ 新型コロナウイルス感染拡大に伴う企業活動影響調査 
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【新型コロナウイルス感染拡大の影響について（売上への影響）】 

売上に影響が出た企業について、令和２（2020）年６月の売上の前年比での減少率を見ると、

約３分の１の企業が 40％以上減少したと回答しています。 

また、業種別に見ると、製造業では減少率 40％以内の企業が７割を占めており、比較的他の

業種よりも減少率は低くなっています。 

■ 前年と比較した売上［令和２（2020）年６月］の減少率 
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40％以上減少

との回答が全

体の 35.4％ 
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【新型コロナウイルス感染拡大の影響について（直近１ヶ月売上の前月比較）】 

売上に影響が出た企業について、直近１ヶ月の売上の前月比を見ると、６割以上の企業が、

売上が減少したと回答しています。 

また、業種別の景気動向指数を見ると、宿泊業、農業・林業・水産業が特に多くなっている

一方、金融業、小売業、サービス業などでは比較的高い数値となっています。 

■ 直近１ヶ月売上の前月比較 

 

 

 

 

. 

 

■ 業種別の景気動向指数（ＤＩ値） 
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【新型コロナウイルス感染拡大の影響について（感染拡大収束後の経営方針について）】 

新型コロナウイルス感染拡大収束後の取り組みの方向性に関する意向では、約６割の企業が

「現在の事業を継続して行う」と回答しており、新型コロナウイルスの感染拡大による影響は、

今後の事業継続には大きな支障はないと考える企業が多い傾向にあります。 

■ 感染拡大収束後の取組みについて 
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（２）社会情勢のまとめ 

①人口減少・少子高齢化 

 

 

 

 

 

②景気動向 

 

 

 

③経済のグローバル化 

 

 

④技術革新、ＩＣＴ 

 

 

 

⑤環境への意識 

 

 

 

 

 

・日本の人口は今後減少に転じる見通しとなっている。 

・少子高齢化はさらに加速し、令和 47（2065）年には 65歳以上の人口は 14歳以下の人口の約

４倍近くになる見込みである。 

・労働人口減少を防ぐため、地方都市の人材の流出を食い止めることが重要である。 

・小山市では、令和２（2020）年をピークに人口は減少に転じる見込みである。 

・全国的には、新型コロナウイルス感染症の流行により、東日本大震災発生時以下に下降した。 

・小山市の景気動向観測調査でも、売り上げの減少、採算・資金繰りの悪化の状況が伺え、半年後

も同様の傾向が続くことが懸念されている。 

・海外出荷指数・グローバル出荷指数は、令和元（2019）年に減少傾向に転じており、後者

については平成 27（2015）年度の値を下回る結果となっている。 

・年齢が高くなるほど、消費者として環境への影響を考えて商品やサービスを購入するケー

スが多い傾向にある。 

・一方、若い世代においては、環境に配慮する一定の意識があるものの依然高いとは言えず、

グローバルな視点ではその意識の変革が求められるところである。 

・全国的に企業へのＩＣＴ技術導入が進んでおり、導入数は今後も増加を続ける傾向にある。 

・テレワークについては近年増加傾向にあり、ワーク・ライフ・バランスの観点から注目さ

れている。また、新型コロナウイルス感染拡大により、今後さらなる増加が予想される。 
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⑥雇用・労働環境 

 

 

 

 

 

 

 

⑦新型コロナウイルス感染症の感染拡大に関する影響 

 

 

 

 

 

 

・完全失業者数、完全失業率は、平成 27（2015）年度よりも低い水準となっているが、新

型コロナウイルス感染症の流行の影響により、令和２（2020）年に増加している。 

・育児休業取得率を見ると、女性は 80％台で推移している一方で、男性は 10％に満たず、

子どもを産み育てながらも働き続けられる環境については、今後も取組が必要である。 

・介護休業制度の規定について、従業員 30人以上の、一定の規模のある事業所では９割近

くに介護制度の規定があるが、小規模の事業所では７割近くに留まるなど格差が見られ

る。 

 

・製造業・建設業にも影響が及んでいるが、売上の減少率や景気動向指数などを見ると、

他の業種と比べて比較的影響は少ない。 

・従来の事業の推進にあたっては、新型コロナウイルスの感染拡大は大きな影響はないと

して、感染拡大収束後も従来の事業を継続して進めるように検討している企業が多い。 
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３ 事業進捗状況等からの工業振興に係る課題の整理 

 
３－１ 事業進捗状況からの課題 

（１）計画全体 

着実に進んでいる事業について、現行計画策定時に設定した中間年次ＫＰＩを達成しているも

のは、計画期間下半期にてさらなる取組が求められます。 

一方で、当初の想定よりも進捗が遅れている事業については、目標ＫＰＩの達成に向けたさら

なる推進や、事業の見直し等が求められます。 

また、本市の工業を取り巻く現状の変化をはじめ、総合計画、まち・ひと・しごと創生総合戦

略など、上位関連計画における工業振興の方向性や関連事業の位置づけ等を総合的に踏まえ、必

要に応じた事業計画やＫＰＩの見直し検討が必要となります。 

 

（２）基本目標別 

①【基本目標Ⅰ：地域とともに発展する力の創造－活力・魅力づくり】 

地元企業の育成・振興については海外販路の拡大が大きな課題となっており、小山市内の企

業に対する支援策の活用促進が必要となっています。併せて、一定の推進が見られる事業につ

いても、各種支援事業への申請を促すためのＰＲが求められます。 

これらを踏まえて、市内の企業がどのような支援を受けられるかを分かりやすく整理するな

ど、各種支援策に関するＰＲの方法や内容について、さらなる検討が必要と考えられます。 

 

②【基本目標Ⅱ：さらに発展する工業力の創造－人と企業に選ばれる基盤づくり】 

新たな工業団地の整備や、それに伴う企業誘致の促進が課題となる中、今後のさらなる事業

推進が求められます。 

本項目の取組では戦略的企業誘致の促進に関する取組など、近隣他市町や国、県といった、

市外の組織との関係が強いことから、市内外の関係各所との情報収集や連携をさらに強化する

ことが重要になると考えられます。 

 

③【基本目標Ⅲ：新たな働く力の創造－雇用創出・労働環境づくり】 

求職者や転入労働者に対する支援、労働者全体における労働環境の整備・充実がポイントで

すが、現状では、企業側、求職者側ともにハローワーク等の就職支援を十分活用できていない

状況も見られます。そのため、双方にとって理想的なマッチングを実現出来るような環境整備

と、両者へのＰＲが重要と考えられます。併せて、事業の推進にあたっては、新型コロナウイ

ルス感染症の影響なども踏まえて、市内の雇用情勢についてより綿密に注視していくことが求

められます。 
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④【基本目標Ⅳ：次代の小山を担う力の創造－人・ものづくり】 

将来を見据えた企業運営を促すために、若者や女性等、幅広い人材の育成や、企業の経営力

強化に向けた取組が求められます。本項目の事業については、概ねどの事業においても、一定

の実績があり、今後もＰＲ次第でさらなる需要が見込めると思われることから、利用者がより

効果的な成果を得られる内容を意識して取組を進める事が重要と考えられます。 

 

⑤【基本目標Ⅴ：互いに支え合う力の創造－交流・ネットワークづくり】 

地域住民や学生に対して、地元企業のＰＲや、工業団地等との交流の機会を設けるなどして、

両者の連携・交流を促すことが重要になります。今後のさらなる推進に向けて、事業内容の強

化を検討するなど、さらなる推進に向けて強化していくことが求められます。 
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３－２ 工業を取り巻く動向や社会情勢から鑑みる課題の整理 

（１）国内の社会情勢から見る課題 

 人口減少・少子高齢化への対応 

我が国全体の人口減少および少子高齢化の進行により、将来的な労働人口の減少が危惧さ

れており、地方都市では東京一極集中に伴う都心への人口流出を防ぐことが重要となります。

また、そのためには、若者が住み続けたいと思える、魅力的なまちづくりを進めることが求

められます。 

その一環として本計画においては、魅力ある企業の誘致や既存企業の魅力向上、若者に対

する幅広い就労支援など、労働者が小山市で働きたい、働き続けたいと思えるような環境整

備や、小山市内の就職希望者と、求人募集中の企業をマッチングする仕組みづくりなどが求

められます。 

 

 景気動向への対応 

令和２（2020）年の新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、全国でも小山市でも、景気

動向は大幅に下降している状況です。現時点では新型コロナウイルス感染症の収束が見通せ

ない状況であり、今後の情勢等を見極めながら、引き続き景気への影響を最大限抑制してい

くことが求められます。 

本計画においても、市内の企業の状況についてより綿密に注視しながら、必要に応じて、

今回の景気変動による影響が大きい企業や、就労希望者等に対しての支援などを検討が求め

られます。一方で、感染症対策の一環として注目されている本社移転の風潮を活かして、こ

れまで以上の企業誘致や、大企業の本社機能誘致などを推進することが、今後の小山市の工

業振興を大きく左右すると考えられます。 

 

 技術革新等への対応 

平成時代に継続的に成長を続けた技術革新により、産業・工業のスタイルは大きく変化を

遂げました。特にＩＣＴ技術の成長が著しく、今日では工業の発展においても欠かせないも

のとなりつつあります。また、通信技術の発達などにより海外諸国との心理的距離が大きく

縮まり、日本企業のグローバル化も顕著なものとなりました。 

工業分野においても、Society5.0（30ページ参照）の実現に向けて、積極的にＩＣＴ等の

最新技術を取り入れながら、効果的に施策・事業を展開していくことが求められます。 

 

 グローバル化への対応 

上記の技術革新への対応に併せ、本計画でも、大企業のみならず、市内の企業での設備投

資や、海外販路の確立・拡大を推奨するとともに、これらを支援する施策の検討が必要にな

ると考えます。 

課題１ 

課題２ 

課題３ 

課題４ 
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 環境保全への配慮 

現代の産業においては、省エネルギーや有害物質排出の抑制・削減など、地球環境への負

荷軽減への対策は必須のものとなっており、工業分野においても、環境保全を考慮した施設・

設備の整備や、それに準ずる取り組みなど、環境保全に対する意識が一般的なものになりつ

つあります。 

小山市の工業においても、小山市が有する豊かな自然や、周辺住民の生活環境を維持する

べく、省エネルギーや CO2 削減といった取組や、企業による、地域の環境保全活動への参加

などを促す施策の検討が必要と考えられます。 

また、工業分野における環境保全への配慮は、国際社会共通の目標として国連サミットで

採択された「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：SDGｓ）」（36ページ

参照）とも関連し、国際競争力の強化の観点で重要な視点と言えます。 

 

 労働環境の改善・雇用の確保 

現行計画策定時と比較すると改善しつつあるものの、昨今の新型コロナウイルス感染症流

行により、令和２（2020）年以降は失業者・失業率ともに増加傾向にあります。 

加えて、近年注目されているワーク・ライフ・バランスの一環として、育児休業や介護休

業制度など、労働者の労働環境や福利厚生の是正、見直しが現代では必須となっており、魅

力ある就労先の条件としてもこの風潮は無視できない状況にあります。また、感染症対策の

一環として、テレビ電話やビデオ通話を活用したテレワーク・在宅ワークといった、新しい

働き方にも注目が集まっており、昨今では積極的に導入する企業も増加しています。 

本計画では、こういった背景を踏まえて、若者から高齢者まで、子育てや介護など様々な

事情を抱えた就労者でも快く働ける環境整備の拡大に向けて、企業の取組への支援や、労働

者へのサポートに関する施策の検討が必要と考えられます。 

 

 新型コロナウイルス感染症への対応 

世界的、全国的に新型コロナウイルス感染症拡大による、社会経済への影響は大きく、本

市においても飲食業や宿泊業等をはじめ、製造業や建設業など、工業振興に大きく係る業種

にも影響が及んでいます。 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえつつ、地元企業・事業者が持続的に経営・

活動できるよう、国や県等の効果的な支援策の活用の促進が必要と考えられます。また、本

市における既存支援策の柔軟な活用を検討するなど、スピーディーかつ効果的な施策の検討

が求められます。 

課題５ 

課題６ 

課題７ 
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３－３ 小山市における工業振興上の計画課題の整理 

工業を取り巻く大きな社会情勢等を背景としながら、懇話会において本市の工業関係者や学識経

験者等から出された本市における工業振興上の主な計画課題は次に示すとおりです。 

 

 地元企業経営存続のための後継者不足の解消 

これまで積極的に新たな企業誘致等を図ってきましたが、本市においても人口減少、少子

高齢化の進展が予測される中、企業の経営者の多くが高齢者となってきています。また、人

材不足や経営者保証を理由に事業承継が思うように進まないという課題が挙げられています。 

そのため、地元企業を存続させ、本市の工業力を今後も持続的に発展させていくため、企

業における後継者不足の解消が求められます。 

 

 企業存続のための就労者の確保 

これまで、本市は県内及び近隣都市に比べて人口増加が続くという希な傾向にありました。

しかしながら、近年の人口動態を見ると、社会動態が自然動態をわずかに上回る状況となり、

将来的には本市の総人口は令和２（2020）年をピークに減少に転じることが予測されて、中

でも、15歳～64歳の生産年齢人口の減少が顕著になってきます。 

本市の工業力を維持、存続していくためには、このような人口減少を迎えようとする中、

確実に就労者を確保していくことが求められます。特に将来の企業を支える若い世代の就労

者の確保が重要となります。 

さらに、人手不足解消策としての外国人労働者の活用も求められます。 

 

 企業におけるIoT等デジタル技術の導入促進 

世界的、全国的な技術革新は社会生活のみでなく、あらゆる産業分野において目覚ましく

進化しています。工業分野においても、今までの製造プロセスをより効率化するためだけで

はなく、生き残りを賭け、他社に先んじた行動が求められています。 

このような中、デジタル技術の導入は、今後本市の工業分野においても、収益性の向上、

多様な顧客ニーズ、グローバル化への対応などに有効な手段であると認識し、Society5.0（30

ページ参照）の実現に向けて積極的な導入・活用が求められます。 

 

 工業製品等のブランド化による魅力向上とPR 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大や、その収束が見通せない状況の中、本市の製造業、

建設業事業者においても、企業活動への悪影響や景気動向を不安視している状態です。 

今後も同様の状況が継続すると仮定し、その中で事業を継続し、かつ一定の売り上げを確

保していくためには、他社間との競争に勝ち抜き、顧客に選ばれる製品を創り続けていくこ

とが重要です。 

そのため、これまでの自社製品の品質等に磨きをかけるのみでなく、企業間の連携や研究

機関等との連携により、多様な市場開拓も念頭に置いた本市の工業製品のブランド化等を図

り、市全体としての工業の魅力化を図っていくことが求められます。 

また、そのことを積極的に PRすることにより、広範囲における国内外の顧客や若い世代へ

のアピールにもつながっていくことが期待できます。 

課題１ 

課題２ 

課題３ 

課題４ 
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 就労者が働きやすい環境等の向上 

先述した就労者不足の解消への対応の一つとして、労働環境を向上し、就労者がより快適・

安全に働くことができる環境づくりを図っていくことが企業には求められます。 

労働時間の見直し、雇用形態に関わらない公正な待遇の確保などの国が進める働き方改革

の推進を踏まえて、本市においてもさらなる女性の雇用環境の改善、外国人労働者も含めた

就労者住宅・通勤環境に係る支援及び育児休暇・介護休業取得制度の推進など、魅力ある働

きやすい職場づくりによる人材の確保で、業績の向上や利益増の好循環を目指すことが求め

られます。 

 

 新型コロナウイルス感染症への対応 

新型コロナウイルス感染症拡大により、これまでの社会経済にはなかった「新しい生活様

式」と呼ばれるライフスタイルの普及が進んでいます。企業や労働者に対しても、マスク着

用、アルコール消毒の徹底といった接触対策や、IoT 技術の導入によるテレワークの実施、

作業の効率化による作業要員の縮小など、密集が伴わない環境の整備といった、感染拡大防

止に向けた対応が重視されるようになりました。 

本市の工業振興においても、新型コロナウイルス感染症拡大の動向を注視しつつ、「新しい

生活様式」に基づく経済活動に沿った環境の構築が必要になります。 

 

参考：society5.0について 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、

経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）。狩猟社会（Society 1.0）、

農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 4.0）に続く、我が国

が目指すべき未来社会の姿として、第５期科学技術基本計画において初めて提唱されました。 

課題５ 

課題６ 
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４ 工業振興基本計画（中間見直し） 

 
４－１ 将来像・基本目標 

（１）将来像 

本市は、東京圏に直結する恵まれた立地条件や北関東自動車道や圏央道の広域交通網の整備を

背景に、県内３位の製造品出荷額を誇る工業都市として発展を遂げてきました。 

しかしながら、今後さらに進行する少子高齢化やグローバル化等が進む現代にあっては、担い

手やものづくり人材の不足、付加価値の高い製品づくりなど、社会経済の変化や流れに柔軟に対

応しながら、地域経済の成長・活性化に向けた取組みが求められています。 

このような中、「第２次小山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」においても、「おやまに魅力

あるしごとをつくる」を基本目標の一つに掲げ、市内既存産業、地場産業のさらなる発展と次世

代産業の創出等を図りながら、地元企業の育成・振興をはじめ、産業人材の育成・起業の支援等

を一層推進していくことが位置づけられました。 

このような状況を踏まえ、本市の工業を将来にわたり持続的に発展させていくため、本市の立

地優位性や道路・鉄道など広域的な交通利便性をはじめ、都市と田園が調和した「田園環境都市

小山」としての魅力、大学や工業高等専門学校等の立地を踏まえた人材育成可能な地盤など、本

市の特性を最大限活かしながら、今後も地元企業の支援・育成と受け皿となる工業基盤の整備等

による企業誘致を目指します。 

小山で育ちあるいは学んだ若者たちが、夢を持って安定して働けるような支援・環境整備を進

め、多様な人材が多様に活躍できる場として、人と企業に選ばれ、さらに持続的に発展していく

ことを目指し、本市の工業振興の将来像を次のように設定します。 

人と企業に選ばれる 

持続的に発展可能な工業のまち小山市へ 

【工業振興の将来像】 

※この将来像については、「第８次小山市総合計画」において「工業・企業誘致」の目指すべき姿として

示されたフレーズとの整合を図っています。 
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（２）工業振興の視点 
 

① 地元企業の支援と地場産業の振興による地域発展の視点 

「第 73回小山市内景気動向観測調査」［令和２（2020）年６月末時点］など本市の景気動向

を見ても、全国的な景気動向を背景としながら、特に、新型コロナウイルス感染症の感染拡大

の影響を踏まえ、当面の間は楽観視できない厳しい状況です。 

そのような中、本市の活力の大きな原動力となり、多くの市民の働く場である地元企業の活

力維持・向上は、本市の工業域振興上必要不可欠であり、地元企業の支援・育成を継続的かつ

積極的に行っていくとともに、小山らしさをアピールできる「おやまブランド」を活かした地

場産業を振興していくことが重要です。 

 

② 人と企業に選ばれる基盤整備と企業立地促進によるさらなる工業発展の視点 

「第２次小山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」にも示されているように、今後の人口減少

時代を受け止めつつ、東京圏等への人口流出を食い止め、本市の経済・地域を活性化するために

は、新たな雇用の創出が必要です。 

そのため、本市の首都圏直結の交通アクセスの良さや、広域交通網の整備に伴う利便性向上等

を最大限に活用し、戦略的な産業立地や産業集積を図り、人と企業に選ばれる小山市となること

が重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地元企業支援 

企業立地促進 定住人口増 

●おやまの活力源 

●小山市民の働く場 

●人に選ばれる就労の場 

●工業団地の整備 

●新たな企業誘致 

●経済・地域の活性化 

●労働力の確保 

●人材確保 

●まちの活性化 

■ 視点①，②のイメージ 
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定住自立圏共生ビジョン ４ 

４－２ 連携・共生の基本方針 
 

 

（２）工業振興の視点 
 

③ 地域の雇用創出と働きやすい労働環境の確保による労働力向上の視点 

少子化の進行や若い世代の市外への流出は、本市における労働力の低下につながり、本市の産

業・経済にも大きく影響を及ぼす恐れがあります。 

そのため、地元雇用に資する企業への支援や求職者に対する支援を行いながら、地元で夢と意

欲を持って働ける雇用機会を創出し、企業にとっても効果的・効率的な人材確保ができる施策の

展開が求められます。 

また、貴重な人手となる外国人労働者の働きやすい環境確保をはじめ、育児・介護や社会活動

をしながら就労する人はもとより、その家族も含め本市に永く定住できるよう、より快適に働け

る労働環境の確保と労働者福祉の充実に努めることが必要です。 

 

④ 創業・起業支援等による地域活性化、将来を見据えた工業発展のための人材育成の視点 

経済のグローバル化、技術革新等社会経済の変化に柔軟に対応し、地域資源を活かすなど新た

な発想を持った企業は、これからの産業活性化、地域振興に大きく貢献することが期待できます。 

しかしながら、若者等が新たに創業・起業するにあたっては、様々な不安や問題等を抱える場

合も多く、その解消のための支援を講じていくことが求められます。 

また、新型コロナウイルス感染症拡大の影響も踏まえ、既存企業に対しても、厳しい経済情勢

等に対抗できる企業の経営体質の強化に対し、必要な支援を行っていくことが求められます。 

さらに、企業の維持や、若者のものづくり企業離れや熟練技能者の高齢化等に対し、後継者の

確保や企業の技術・技能等を担う人材の確保・育成が求められます。また、体験等を通じた子ど

もたちの本市産業への興味喚起など、学校教育機関等との連携による次代を担う人材育成につい

ても、長期的な工業振興の視点において重要です。 

 

⑤ 交流・連携による効果的・効率的に進める工業振興の視点 

地元企業の支援や新たな企業誘致をはじめ、働きやすい環境整備、企業ＰＲなど、本市の工業

振興に欠かせない各種施策を展開するにあたっては、有効な支援策などを一体的に検討し、効果

的・効率的な施策の展開が可能となるような仕組みづくりが重要です。 

また、より効果的・効率的な施策の展開や新たな活力創出につなげるため、企業・事業所、学

校・研究機関、市及び市民の交流・連携によるネットワークづくりも重要です。 
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（３）基本目標 

基本目標Ⅰ 地域とともに発展する力の創造 

「活力・魅力づくり」 

地域の産業を支える地元企業に対する支援を強化するとともに、競争力の強化、販路拡大の支

援などにより、小山らしい地元企業の育成・振興を図ります。 

また、経済のグローバル化への対応や激化する地域間競争に勝ち残るため、地域の特徴である

「おやまブランド」を活かした産業の振興、工業製品のブランド化と情報発信などを推進し、小

山らしい工業振興を図ります。 

 

基本目標Ⅱ さらに発展する工業力の創造 

「人と企業に選ばれる基盤づくり」 

持続的・発展的な工業振興を目指し、広域交通利便性等本市の立地優位性を活かした新たな工

業団地の整備を戦略的に推進するとともに、本社機能移転など、本市への企業誘致についても戦

略的に進めます。 

また、既存工業団地において立地企業の事業活動がより効率的・効果的に行えるよう、高度情

報化社会に対応した工業ＩＣＴ基盤の整備なども促進していきます。 

加えて、新型コロナウイルス感染拡大に伴い、経済活動における一般的な風潮となりつつある

「新しい生活様式」への対応についても、最新の情勢を踏まえて臨機応変に、事業ごとに適切な

対応を検討してきます。 

 

基本目標Ⅲ 新たな働く力の創造 

「雇用創出・労働環境づくり」 

工業振興の新たな力となる若い世代に対する雇用機会の創出や人材育成をはじめ、外国人労働

者への支援、そのための企業等に対する支援を行います。さらに、定住人口増にも寄与する新た

な転入勤労者や子育て世代に対する支援、労働環境の充実を積極的に推進していきます。 

 

基本目標Ⅳ 次代の小山を担う力の創造 

「人・ものづくり」 

工業振興には、事業活動を支える人材及び、中小の高度技術によって支えられているものづく

り産業の育成が必要不可欠です。そのため、本市の次代の工業振興を担う若い世代や女性等の起

業家・創業家の育成、従業員等の職能向上、経営力の強化、ものづくり産業に関わる人材確保・

育成などを産学官の連携のもと推進していきます。 

※関連する SDGsの目標アイコン 
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定住自立圏共生ビジョン ４ 

４－２ 連携・共生の基本方針 

 

 

 
 

基本目標Ⅴ 互いに支え合う力の創造 

「交流・ネットワークづくり」 

地元企業の支援とあわせ、新型コロナウイルス感染症拡大の状況を鑑みながら、イベント等を

通じた企業ＰＲを広く市民等に行うとともに、地域住民との交流機会の創出による地域との共

存・発展を推進します。 

また、工業振興に係る各種支援制度等の有効活用の促進と制度充実による中小企業の健全な事

業活動の継続を図るとともに、「おやま産学官ネットワーク」を継続的に実施しながら、関係機

関との連携による異業種間・企業間のネットワークによる多面的な産業振興を図っていきます 
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参考：ＳＤＧｓについて 

平成 13（2001）年に策定されたミレニアム開発目標（MDGs）の後継として、平成 27（2015）

年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載され

た平成 28（2016）年から令和 12（2030）年までの国際目標です。持続可能な世界を実現するた

めの 17のゴール・169 のターゲットから構成され、地球上の誰一人として取り残さないことを誓

っています。 

ＳＤＧｓは発展途上国のみならず、先進国自身が取り組むユニバーサル（普遍的）なものであ

り、日本としても積極的に取り組んでいます。 

■ ＳＤＧｓの17の目標 

 

①あらゆる場所のあらゆる形態の貧困
を終わらせる 

 

⑩各国内及び各国間の不平等を是
正する 

 

②飢餓を終わらせ、食料安全保障及
び栄養改善を実現し、持続可能な
農業を促進する 

 

⑪包摂的で安全かつ強靱（レジリエン
ト）で持続可能な都市及び人間居
住を実現する 

 

③あらゆる年齢の全ての人々の健康
的な生活を確保し、福祉を促進す
る 

 

⑫持続可能な生産消費形態を確保
する 

 

④全ての人に包摂的かつ公正な質の
高い教育を確保し、生涯学習の機
会を促進する 

 

⑬気候変動及びその影響を軽減する
ための緊急対策を講じる 

 

⑤ジェンダー平等を達成し、全ての女
性及び女児の能力強化を行う 

 

⑭持続可能な開発のために海洋・海
洋資源を保全し、持続可能な形で
利用する 

 

⑥全ての人々の水と衛生の利用可能
性と持続可能な管理を確保する 

 

⑮陸域生態系の保護、回復、持続可
能な利用の推進、持続可能な森林
の経営、砂漠化への対処、並びに
土地の劣化の阻止・回復及び生物
多様性の損失を阻止する 

 

⑦全ての人々の、安価かつ信頼でき
る持続可能な近代的エネルギーへ
のアクセスを確保する 

 

⑧包摂的かつ持続可能な経済成長
及び全ての人々の完全かつ生産
的な雇用と働きがいのある人間らし
い雇用（ディーセント・ワーク）を促
進する  

⑯持続可能な開発のための平和で包
摂的な社会を促進し、全ての人々
に司法へのアクセスを提供し、あら
ゆるレベルにおいて効果的で説明
責任のある包摂的な制度を構築す
る 

 

⑨強靱（レジリエント）なインフラ構築、
包摂的かつ持続可能な産業化の
促進及びイノベーションの推進を図
る  

⑰持続可能な開発のための実施手段
を強化し、グローバル・パートナー
シップを活性化する 
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４－２ 将来像・基本目標 

（１）施策体系の見直し 

工業を取り巻く社会経済情勢の変化や、具体的取り組みの進捗状況及び今後の位置づけ方針等

を踏まえ、本計画中間年次での施策体系を見直し以下の様に整理します。 

基本目標Ⅰ 

地域とともに発展する 
力の創造 

活力・魅力 

づくり 

基本目標 具体的取り組み 

Ⅰ-１-② ◎中小企業工業所有権･意匠権等取得支援事業  

Ⅰ-１-③ 中小企業研究開発支援事業  

Ⅰ-１-⑤ ◎海外販路拡大・支援策活用促進事業  

Ⅰ-２-② 本場結城紬情報プロモーション事業  

Ⅱ-１-① 新４号国道沿線新規工業団地開発推進事業  

Ⅱ-２-① 工業振興奨励金拡大事業  

Ⅱ-２-③ 本社機能移転補助金交付事業  

Ⅱ-２-④ 企業誘致計画策定事業  

 地元企業の支援・振興 Ⅰ-１ 

 おやまブランド産業の
振興・情報発信 Ⅰ-２ 

 戦略的新規工業団地の整備 Ⅱ-１ 

 戦略的企業誘致の促進 Ⅱ-２ 

基本施策 

 

将来像 

『
人
と
企
業
に
選
ば
れ
る
持
続
的
に
発
展
可
能
な
工
業
の
ま
ち 

小
山
市
へ
』 

 企業に対する支援 Ⅲ-１ 

 求職者に対する支援 Ⅲ-２ 

 新たな転入勤労者に対する支援 Ⅲ-３ 

 労働環境・労働者福祉の充実 Ⅲ-４ 

 経営力の強化 Ⅳ-２ 

 若手人材の教育環境・基盤整備 Ⅳ-３ 

 地元企業のＰＲ・交流機の創出 Ⅴ-１ 

 企業立地のための支援拡大 Ⅴ-２ 

おやま産学官ネットワークの支援 Ⅴ-３ 

Ⅲ-１-② トライアル雇用促進支援事業  

Ⅲ-２-① 求職者技能向上教育訓練奨励金交付事業  

Ⅲ-２-② ☆地元企業就職支援事業  

Ⅲ-３-① ☆転入勤労者等住宅取得支援補助金交付事業   

Ⅲ-４-① ☆ワーク･ライフ･バランス推進事業  

Ⅳ-１-① ☆創業起業支援事業  

Ⅳ-２-① ☆企業経営体質強化事業  

Ⅳ-３-① ものづくり人材育成助成金交付事業  

Ⅳ-３-② 小山市工業大学セミナー事業  

Ⅴ-１-① 地元企業の PR・交流機会創出事業  

Ⅴ-２-① 企業立地促進事業と周知・ＰＲ事業  

Ⅴ-３-① 異業種間・企業間交流事業  

基本目標Ⅲ 

新たな働く力の 
創造 

雇用創出・ 

労働環境づくり 

基本目標Ⅴ 

互いに支え合う

力の創造 

交流・ネットワーク 

づくり 

基本目標Ⅱ 

さらに発展する 

工業力の創造 

人と企業に 

選ばれる 

基盤づくり 

 若者や女性等の創業支援・育成 Ⅳ-１ 

Ⅰ-１-① ◎中小企業 ISO･HACCP 認証取得支援事業   

Ⅲ-１-① ☆緊急雇用対策事業（雇用促進奨励金） 
緊急雇用対策事業（雇用促進奨励金） 
 

Ⅲ-２-③ ◎就労支援事業  

Ⅲ-４-② ◎労働者福祉充実事業  

拡大：◎ 変更：☆ 現状維持 

Ⅱ-２-② 企業立地優遇制度補助金交付事業  

Ⅰ-１-④ ◎自社製品販路拡大支援補助金交付事業  

Ⅰ-１-⑥ ☆中小企業施設投資促進事業  

Ⅰ-２-① ☆本場結城紬後継者育成・生産振興事業  

Ⅱ-１-② ☆工業団地開発推進事業  

Ⅱ-３-① ☆情報基盤充実・整備事業  情報基盤の充実・整備 Ⅱ-３ 

基本目標Ⅳ 

次代の小山を 
担う力の創造 

人・ものづくり 
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４－３ 具体的取り組みの中間見直し 

前述の具体的と仕組みの位置づけ方針に基づき、該当する事業について、下記の通り見直すも

のとします。 

Ⅰ 地域とともに発展する力の創造－活力・魅力づくり 

 

基本施策  Ⅰ－１ 地元企業の支援・振興 

本市の工業を支える地元企業に対し、各種支援制度等を有効に活用しながら、特に中小企業にお

ける工業所有権取得、新製品・新技術研究開発、販路拡大や地域ブランド力の向上等を支援し、競

争力強化、機能増強による地域産業の振興を推進する。 

 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

①中小企業ＩＳＯ･ＨＡＣＣＰ認証取得支援事業 【拡大】 

・市内中小企業者の国内での競争力及び国際競争力を高め、経営基盤の安定及び体質強化

を図るため、市内中小企業者が国際標準化機構（以下「ＩＳＯ」という。）の品質管理及

び品質保証の国際規格ＩＳＯ9000シリーズ若しくは環境保全体制の国際規格ＩＳＯ

14000シリーズの認証又は食品の衛生管理手法の国際標準であるＨＡＣＣＰ認証を取得

した場合に、小山市中小企業ＩＳＯ等認証取得支援補助金を交付する。 

・ＩＣＴ環境の整備充実に伴い、情報に対する危機管理も求められることから、国際規格

ＩＳＯ／ＩＥＣ 27000シリーズ承認の新規取得についても対象としていくことを検討す

る。 

【事業概要】 

○対象者：次の要件のいずれにも該当するもの 

（1）市内に事業所を有し、1年以上事業を営む中小企業者 

（2）市内の工場、事業所、営業所等が認証取得していること 

（3）市税を滞納していないこと 

（4）他の機関から同種の補助等を受けていないこと  

○対象事業  

（1）ＩＳＯ9000シリーズ認証の新規取得 

（2）ＩＳＯ14000シリーズ認証の新規取得  

（3）ＨＡＣＣＰ認証の新規取得 

 

○補助対象経費  

(1) コンサルタント料 

(2) 審査登録料 

○補助率：対象経費の 30%以内  

○補助限度額：最高 150万円 
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【Ⅰ－１ 地元企業の支援・振興】 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

②中小企業工業所有権取得支援事業 【拡大】 

・市内中小企業者の新製品開発意欲の向上及び工業市場での地位確立を図るため、市内中

小企業者が産業財産権を取得した場合に、小山市中小企業工業所有権取得支援事業補助

金を交付する。 

【事業概要】 

○対象者：次の要件のいずれにも該当するもの 
（1）市内に事業所を有し、1年以上製造業を営む中小企業者 
（2）市税を滞納していないこと 
（3）他の機関から同種の補助等を受けていないこと  

○対象事業 
(1) 特許権の取得  (2) 実用新案権の取得  (3) 意匠権の取得  (4) 商標権の取得 

○補助対象経費 
(1) 出願料  (2) 弁理士手数料 

○補助率：対象経費の 50%以内  
○補助限度額：最高 40万円 

 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

③中小企業研究開発支援事業 変更なし 【現状維持】 

・市内中小企業者の新製品、新技術等の開発を奨励し、市内の工業振興を図るため、市内

中小企業者が単一又は共同で新製品、新技術等の研究開発を行う場合に、小山市中小企

業新製品新技術研究開発事業補助金を交付する。 

【事業概要】 

○対象者：次の要件のいずれにも該当するもの 
（1）市内に事業所を有し、単一又は複数の中小企業もしくは大学等研究機関との共同に

より、新製品、新技術および販路拡大の研究開発を行う中小企業者 
（2）市税を滞納していないこと 
（3）他の機関から同種の補助等を受けていないこと  

○対象事業：新製品、新技術、販路拡大の研究開発事業  
○補助対象経費 
（1）原材料の購入費 
（2）機械装置の購入、製造などに要する経費 
（3）外注加工及び技術指導の受け入れに要する経費 
（4）図書購入費 
（5）外部コンサルタントの委託に要する経費 
（6）その他市長が特に必要と認める経費  

○補助率：対象経費の 3分の 2以内  

○補助限度額：最高 200万円 
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【Ⅰ－１ 地元企業の支援・振興】 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

④自社製品販路拡大支援補助金交付事業 【拡大】 

・市内中小企業者の販路の開拓と本市の産業振興を図るため、自社新製品及び自社技術（以

下「自社製品等」という。）を展示会、見本市、物産展等（以下「展示会等」という。）

に出展する事業を行う市内の中小企業者に対し、小山市自社製品販路開拓事業助成金を

交付する。 

・新型コロナウイルス感染症の影響から対面での商談などが困難となり、リアル展示会の

開催中止が相次いだことから、インターネット上の仮想空間で行うオンライン展示会へ

の出展についても推進を図る。 

 

【事業概要】 

○対象者：次の要件のいずれにも該当するもの 

（1）市内に事業所を有し、1年以上事業を営む中小企業者 

（2）市税を滞納していないこと 

（3）他の機関から同種の補助等を受けていないこと  

○対象事業：自社新製品および自社技術を展示会等に出展する事業  

○補助対象経費  

(1) 出展小間料 

(2) 展示小間の装飾費 

(3) 展示品の輸送費 

(4) 渡航費（海外で開催される展示会等に出展する場合） 

(5) 役務費（海外で開催される展示会等に出展する場合） 

○補助率：対象経費の 3分の 1以内  

○補助限度額：最高 50万円（海外で開催される展示会等に出展する場合） 

最高 30万円（国内で開催される展示会等に出展する場合） 
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■ 具体的取り組み ■ 方針 

⑤海外販路拡大事業 【拡大】★ 

・海外マーケットにおける高性能、高品質など「made in JAPAN」の機運を活かし、市内中

小企業の海外への販路開拓のため、上記「自社製品販路拡大支援補助金交付事業」を推

進するとともに、日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）と連携し海外展開の支援を図る。 

 

※★：重点事業（以下同様） 

 

▲海外展示商談会のイメージ 



 

- 42 - 

 

 

【Ⅰ－１  地元企業の支援・振興】 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

⑥中小企業設備投資促進事業 【変更】★ 

・市内企業の多くが設備の老朽化を経営上の課題と捉えており、また、今後新規事業や事

業拡大のため設備更新を望む声が多いことからも、市内中小企業の活性化と生産性の向

上による経営基盤の安定化を促進するため、事業所が行う設備の更新・新規取得や、コ

ロナ禍でのIoT等デジタル技術の導入に対し、生産性向上特別措置法に基づく固定資産税

の特例を講じ支援を行う。 

 

 

 

評価指標  Ⅰ－１ 地元企業の支援・振興 

 

【該当事業】評価項目 
現況値 

【Ｒ２.12.31 現在】 

目標年次 
【Ｒ７年度】 

【Ⅰ-1-①】ＩＳＯ等認証取得件数 17件 30件 

【Ⅰ-1-②】中小企業工業所有権取得支援事業補助金交付件数 19件 40件 

【Ⅰ-1-③】中小企業研究開発支援事業補助金交付件数 6件 30件 

【Ⅰ-1-④】自社製品販路拡大支援補助金交付件数 30件 60件 

【Ⅰ-1-⑤】海外販路拡大件数 3件 10件 

【Ⅰ-1-⑥】中小企業設備投資促進事業活用件数 46件 60件 

※現況値は平成 27（2015）年度から中間年次までの累積、目標年次における評価指標は平成 27年度から令和７

（2025）年度までの累計（以下同様） 
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基本施策  Ⅰ－２ おやまブランド産業の振興・情報発信 

 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

①本場結城紬後継者育成・生産振興事業 【変更】 

・2010年 11月にユネスコ無形文化遺産に登録され世界に認められたおやまブランド「本場

結城紬」の魅力を活かした小山らしい伝統産業の振興を図る。 

・第２期小山市本場結城紬復興振興５カ年計画に基づき、紬織士の育成・原材料の製作技

術講習会などの「後継者育成事業」、小山産繭からの一貫生産体制を構築、購入費助成事

業、着心地体験事業など「生産振興事業」を推進する。 

 

【事業概要】 

○本場結城紬振興調査推進事業 

生産者・学識経験者・販売関係者等を構成員とする本場結城紬振興調査推進協議会を

設置、従来は本場結城紬の原料とされていなかった地元小山産の繭を使用した結城紬製

作など魅力ある質の高い商品づくりに取り組む。 

○本場結城紬購入費等助成事業 

市民が栃木県本場結城紬織物協同組合員の生産した本場結城紬の反物を購入･仕立て

た場合に、その費用の一部を助成し本場結城紬の着用・消費拡大を図る。 

交付対象 助 成 金 

婚姻にあたり、本場結城紬の着物
等を購入した方 

購入費用の 50％（上限 40 万円） 

成人式で着用するため、本場結城
紬の着物等を購入した方 

購入費用の 40％（上限 30 万円） 

本場結城紬を購入した方（婚姻・
新成人を除く） 

購入費用の 30％（上限 20 万円） 

結城紬の洋服等を購入した方 購入費用の 25％（上限 10 万円） 

○本場結城紬着用推進事業（着心地体験事業） 

市有本場結城紬をイベントや着心地体験等で活用、着用推進ＰＲを行う。 

○ユネスコ無形文化遺産登録記念事業「小山きものの日」 

ユネスコ登録日の 11 月 16 日を「小山きものの日」として、着物文化を見直し着物の

着用促進を図るイベントを開催することで本場結城紬の需要の掘り起こしを図る。 

○後継者育成事業 

産地組合の協力の下、市職員「紬織士」の製作技術習得研修を実施し伝統技術の継承

に努める他、桑・蚕・繭・真綿かけ・糸つむぎのさとでの糸つむぎ、真綿かけの製作技

術講習会の開催を通して後継者の確保・育成を図る。 

▼国重要無形文化財指定要件（結城紬の製作三工程） 

 

 

 

 

 

 
▲糸つむぎ ▲絣(かすり)くくり ▲地機(じばた)織り 
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【Ⅰ－２ おやまブランド産業の振興・情報発信】 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

②本場結城紬情報プロモーション事業 【現状維持】★ 

・本場結城紬復興･振興事業とともに、内外に本場結城紬の魅力を伝えるため、駅前商業ビル

内に本場結城紬情報発信拠点「おやま本場結城紬クラフト館」を活用し、アクセスの良さ

を利用して誘客・交流人口の増加を図るとともに、商業テナントと連携した産業振興を図

る。 

・情報発信拠点を活用し、間々田ひも、下野人形・下野しぼり、家紋帳箪笥・ダルマ戸棚等

のおやまブランド伝統工芸品の普及・ＰＲ等、伝統産業の振興を図る。 

【事業概要】 

○各種体験事業の実施 

地機（じばた）織り体験・糸つむぎ体験 

小物づくり（間々田ひも、下野人形など）ワークショップの実施 

○結城紬関連小物・菓子等土産物の開発・販売 

○本場結城紬無料着付け・まち歩き 

○ユネスコ無形文化遺産登録記念事業「小山きものの日」 

ユネスコ登録日の 11月 16日を「小山きものの日」として、着物文化を見直し着物の着

用促進を図るイベントを開催することで本場結城紬の需要の掘り起こしを図る。 

 

 

 

評価指標  Ⅰ－２ おやまブランド産業の振興・情報発信 

 

【該当事業】評価項目 
現況値 

【Ｒ２.12.31 現在】 

目標年次 

【Ｒ７年度】 

【Ⅰ-2-①】糸つむぎ・真綿かけ講習会受講者数 82人 150人 

【Ⅰ-2-②】おやま本場結城紬クラフト館来館者数 42,961人 90,000人 

 

▲小山きものの日（まちあるき） 

 

▲ワークショップ（間々田紐） 
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基本施策  Ⅰ－３ 環境と共生する工業の推進 

 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

①工業団地グラウンドワーク支援事業 － 

※削除（助成金の基金が縮小していることから、現在はグラウンドワーク助成金を利用せ

ず、別途負担金として環境の整備を実施していただいているため、事業的には終了） 

 

 

評価指標  Ⅰ－３ 環境と共生する工業の推進 

 

【該当事業】評価項目 
現況値 

【Ｒ２.12.31 現在】 

目標年次 

【Ｒ７年度】 

【Ⅰ-3-①】グラウンドワーク活動支援件数 25件 終了 
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Ⅱ さらに発展する工業力の創造－人と企業に選ばれる基盤づくり 

 

基本施策  Ⅱ－１ 戦略的新規工業団地の整備 

 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

①新４号国道沿線新規工業団地開発推進事業 － 

※削除（事業内容が類似しているため、②工業団地開発推進事業に統合） 

 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

②工業団地開発推進事業 【変更】★ 

・栃木県の南都としての交通結節点、平坦で広大な開発可能区域と、良好な地盤を活かし、

新たな工業団地を造成し、企業を誘致することにより雇用を創出し、人を呼び込み定住

人口の増加や人口流失の抑制を図る。更に誘致の際の新規工場建設等に地元業者を積極

的に採用するよう呼びかけ、小山市の産業の活性化を促す。また、税収の増加により歳

入予算を増加させ、将来にわたり自主財源の安定確保を図る。 

・急激な社会経済情勢の変化等にも柔軟に対応できる複合的機能を有する産業集積や付加

価値の高い知的フロンティア型産業の集積を図ることを検討する。 

・近隣市町との広域連携による取り組みを検討する。 

【事業概要】 

新 4号国道沿線を中心に工業団地を整備し計画的な企業立地を推進する。 

○小山東部第二工業団地［令和２（2020）年度分譲中］ 

・所在地：小山市大字梁・高椅 

・開発面積：約９ha（分譲面積 約６ha） 

○テクノパーク小山南部［令和２（2020）年度造成中］ 

・所在地：小山市大字塚崎・東野田 

・開発面積：約１６ha（分譲面積 約１０．４ha予定） 

○小山第四第二工区工業団地［令和２（2020）年度検討中］ 

・所在地：小山市大字鉢形 

・開発面積：約１５ha 

 

 

評価指標  Ⅱ－１ 戦略的新規工業団地の整備 

 

【該当事業】評価項目 
現況値 

【Ｒ２.12.31 現在】 

目標年次 

【Ｒ７年度】 

【Ⅱ-1-①，②】新規雇用者数 52人 400人 
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基本施策  Ⅱ－２ 戦略的企業誘致の促進 

 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

①工業振興奨励金拡大事業 変更なし 【現状維持】★ 

・企業立地優遇制度として既に運用されている「工業振興奨励金」について、地元企業のさ

らなる事業活動の活性化及び新たな企業立地を促進するため、引き続き制度利用促進を図

るとともに、制度の充実を検討する。 

【事業概要】 

○対象工場・要件 

工場等の新設（移転又は増改築を含む）をする者で、下記のいずれかに該当するもの 

(1)当該年度の固定資産税（都市計画税額含む）の増加額が 300万円以上であるもの 

(2) 小山市が開発造成した工業団地に最初に立地する工場等で、固定資産税相当額にかか

わらず、用地取得の日から 5年以内に操業を開始するもの 

○交付内容 

固定資産税相当額を 3年間交付。ただし、市等開発大規模工業用地(*)を取得した場合は、

5年間交付。 

(*)市等開発大規模工業用地 

特定業種（自動車関連、航空宇宙関連、医療機器関連、環境関連、光関連、食品関連産業）を営む

ことを目的として取得した、小山東工業団地及びグリーンタウン小山南の 10ha以上の工業用地 

 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

②企業立地優遇制度補助金交付事業 変更なし 【現状維持】 

・上記「工業振興奨励金拡大事業」のほか、企業立地を促進するための下記に示す各種支援

制度について、継続的に実施するとともに、制度の利用促進に向けた積極的な周知・ＰＲ

に努め、さらなる企業誘致を図る。 

1）工業振興資金融資：総事業費の 95％又は 1.5億円のいずれか少ない額を融資 

 2）土地取得助成金：土地建物等の取得価格に応じた助成金 

3）企業立地雇用促進奨励金：正社員１名につき 10万円を交付 

4）土地取得奨励金：工業用地の取得に対する不動産取得税相当額を交付 

5）借地借家奨励金：年間賃貸料の 100分の３を翌年度より３年間交付 

6）信用保証料補助金：融資額のうち 5,000万円までの信用保証料相当額を交付 

※2）、6）については、小山東工業団地及びグリーンタウン小山南を対象、その他は市内全域を対象 
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■ 具体的取り組み ■ 方針 

③本社機能移転補助金交付事業 【現状維持】★ 

・本市の有する立地優位性や広域交通利便性を活かし、東京圏等からの本社機能や研究開発

機能を呼び込み、雇用の確保と人口の安定を図るための支援制度を充実させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

④企業誘致計画策定事業 変更なし 【現状維持】★ 

・長期的な視点に立った効果的な企業誘致を推進していくため、企業立地の動向や経済状況、

関東南部を含む近隣市町の工業団地開発状況などの外部環境を把握するとともに、各市町

の誘致政策を分析し本市制度の充実を図り、工業団地や遊休未利用地への企業誘致を促進

する。また、現在の本市工業立地状況や、労働人口の推移から今後求められる成長分野に

おける企業を選定し重点的企業誘致に活用する。 

 

 

評価指標  Ⅱ－２ 戦略的企業誘致の促進 

 

【該当事業】評価項目 
現況値 

【Ｒ２.12.31 現在】 

目標年次 

【Ｒ７年度】 

【Ⅱ-2-①，②，③】企業誘致件数 11件 20件 

 

本社機能移転 

新規地元雇用 従業員等の定住 

人と企業に選ばれる施策 

労働力確保・地域活性化 

【小山市】 
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基本施策  Ⅱ－３ 情報基盤の充実・整備 

 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

①情報基盤充実・整備事業 【変更】 

・市内中小企業者の相互連携により事業基盤の強化と会員の相互扶助及び親睦を図り、も

って会員の発展に寄与することを目的として下記の事業活動を実施する工業会等団体

へ、企業間ネットワーク形成のための運営支援や会員拡大支援、各種制度等の情報を発

信することで、事業活動の活性化を推進する。  

 

1) 会員の事業に関する技術の改善向上又は情報提供 

2) 視察会、講習会、研究会の開催 

3) 労務対策に関すること 

4) 関係機関との連絡強調 

5) 会員の組織に対する指導育成 

6) 従業員のための福利厚生事業 

7) 会員のための共同事業 
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Ⅲ 新たな働く力の創造－雇用創出・労働環境づくり 

 

基本施策  Ⅲ－１ 企業に対する支援 

 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

①緊急雇用対策事業（促進奨励金） 【変更】★ 

・市内在住の求職者の受け入れを奨励し、市内の雇用の促進を図るため、雇用した事業者

に対し奨励金を交付する。 

・当該事業については、申請件数も年々増加傾向にあるが、同一の事業者が申請するケー

スが多く見受けられることから、新規の事業者申請を促進するため、さらなる周知・Ｐ

Ｒを図るものとする。 

・平成21(2009)年より開始した「雇用促進奨励金制度」は、市内有効求人倍率が高い水準

を維持していたことから平成30(2018)年に廃止したが、令和２(2020)年の新型コロナウ

イルス感染症の影響により、同年6月に平成25年(2013)以来となる7年ぶりに有効求人倍

率が1.00倍を下回り、その後の見通しも不透明であることから、雇用情勢を注視し「雇

用促進奨励金制度」の再開を検討する。 

・新型コロナウイルス感染症の影響により労働者を一時的に休業させる場合に、国が交付

する雇用調整助成金（緊急雇用安定助成金を含む）を活用し、当該労働者の雇用の維持

を図ろうとする市内の中小企業事業主に対し、雇用調整助成金利用促進補助金を交付し、

雇用調整助成金の利用促進を図るとともに、当該中小企業事業主の経済的な負担を軽減

する。 

【事業概要】 

○小山市雇用促進奨励金［平成30(2018)年11月に廃止］ 

対象者：平成20(2008)年10月1日以降に離職した15歳以上65歳未満の市内在住者を離職し

た日以降に、公共職業安定所の紹介により６か月以上常用雇用した市内の雇用

保険適用事業所 

奨励金：被雇用者１人につき２０万円、１事業所あたり年間１００万円を限度とする 

○小山市雇用調整助成金利用促進補助金 

対象者：国の雇用調整助成金（緊急対応期間）について、都道府県労働局長の支給決定

を受けている者で、市内に本社、本店等主たる事業所を有する中小企業事業主 

補助金：１事業主あたり一律５万円 
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【Ⅲ－１ 企業に対する支援】 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

②トライアル雇用促進支援事業 変更なし 【現状維持】★ 

・市内の労働者の雇用の安定及び促進を図るため、国のトライアル雇用奨励金を得て、小山

市内在住者を雇用した場合に、「小山市トライアル雇用奨励金」を交付する。 

・「トライアル雇用」は、職業経験の不足などから就職が困難な求職者を原則３カ月間の試行

雇用することにより、その適性や能力を見極め、常用雇用への移行のきっかけとしていた

だくことを目的とした制度で、労働者の適性を確認した上で常用雇用へ移行することがで

きるため、ミスマッチを防ぐことが可能となる。 

・市内事業者アンケート調査においても、当該事業の知名度や活用実績も高く、また役立度

も高くなっており、さらなる利用促進にむけたＰＲを図る。 

【事業概要】 

○奨励金の額：被雇用者 1人につき、1ヶ月あたり 4万円 

○補助限度額：最高 12万円 （トライアル期間 3ヶ月を限度とする） 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標  Ⅲ－１ 企業に対する支援 

 

【該当事業】評価項目 
現況値 

【Ｒ２.12.31 現在】 

目標年次 

【Ｒ７年度】 

【Ⅲ-1-①】雇用促進奨励金交付件数 109件 200件 

【Ⅲ-1-②】トライアル雇用奨励金交付件数 17件 30件 

 

▲資料：厚生労働省トライアル雇用奨励金リーフレット（求職者向け）より 



 

- 52 - 

 

 

 

基本施策  Ⅲ－２ 求職者に対する支援 

 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

①求職者技能向上教育訓練奨励金交付事業 変更なし 【現状維持】★ 

・小山市内に住所を有する求職者の技能向上を奨励し、市内の雇用の促進を図るため、求職

者が技能向上のための教育訓練を受けた場合に、小山市求職者技能向上教育訓練奨励金を

交付する。 

・各教育訓練機関やハローワーク等との連携と周知・PRにより、さらなる当事業の利用促進

を図る。 

【事業概要】 

○対象者：次の要件のいずれにも該当するもの 

（1）厚生労働大臣指定の教育訓練給付制度対象講座を修了した市内在住の求職者 

（2）対象教育訓練に対し公的な給付金等の支給対象とならないもの 

（3）対象教育訓練が修了時に、公共職業安定所において求職者登録を行っている者 

○対象となる費用 

・対象教育訓練の受講に際し、教育訓練施設に対し支払った入学料及び受講料 

○補助率：対象費用の 50%以内  

○補助限度額：最高 15万円 

 

 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

②地元企業就職支援事業 【変更】 

・従業員の高齢化や人材不足が経営上の課題として捉えられている現状を踏まえ、小山わか

ものハローワーク、小山地区雇用協会等と連携しながら、若者等の地元就職を支援し、地

元で働きたいと希望する若者と地元企業のマッチングにより、地元企業への優秀な人材確

保による地場産業の振興及び後継者確保を図る。 

・「大卒等合同企業説明会」、「大卒等合同企業説明会直前セミナー」、「おやま地区大卒等就職

面接会」など、若者の就労支援関連イベントの開催を継続的に行う。 

・白鷗大学等教育機関との連携を図りながら、地元企業への就職を希望する若者への市内企

業情報の提供や、企業の地元採用枠の確保などを促進する。 

・学校教育法に属さない能力開発大学校等に通う、能力があるにもかかわらず経済的理由に

よって修学困難な者に対し、学資を貸与して広く人材を育成する奨学金制度を検討すると

ともに、卒業後の地元企業就職を支援する。 

・コロナ禍の「新しい生活様式」に対応した取り組みを推進することで事業進捗を図る。 
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【Ⅲ－２ 求職者に対する支援】 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

③就労支援事業 【拡大】★ 

・若者の地元企業就労支援のほか、企業に対する雇用促進策と一体的に、定年退職者や中

高年離職者の専門知識・技能を生かした再就労や、高齢者・障がい者等の安定的な雇用

機会の創出を図るとともに、育児・介護や社会活動をしながら就労する人が、より快適

に働ける労働環境等の実現について、関係機関と連携しながら企業に働きかけを行う。 

・急速に増加する外国人労働者について、市民、市民団体、企業、そして行政が協働して

多文化共生社会づくりを行う「小山市多文化共生社会推進計画」を推進するとともに、

企業が安心して雇用できるための環境整備等の個別支援策について検討する。 

・企業ガイド作成を継続的に行うとともに、職業トークセッションや就職ガイダンスの実

施、雇用情報ネットワークの充実等有効な支援策について実施を検討する。 

・事業推進にあたっては、ハローワークや小山地区雇用協会との連携をはじめ、市内の企

業、大学等教育機関、行政が連携協力した産学官ネットワークの活用も図る。 

・新たな取り組みとして、とちぎ県南若者サポートステーションと連携し、就職氷河期世

代を含む若者の活躍の場を広げるための自立就労支援を図る。  

 

 

 

 

 

 

評価指標  Ⅲ－２ 求職者に対する支援 

 

【該当事業】評価項目 
現況値 

【Ｒ２.12.31 現在】 

目標年次 

【Ｒ７年度】 

【Ⅲ-2-①】求職者技能向上教育訓練奨励金交付件数 6件 15件 

【Ⅲ-2-②】大卒等合同企業説明会参加学生数 494人 800人 

【Ⅲ-2-③】有効求人倍率（月次） 0.87倍 1.55倍 

【Ⅲ-2-③】自立支援就労先決定者 新規 50人 
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栃木県

全国

小山市

▲有効求人倍率の推移（資料：小山市工業振興課提供） 
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基本施策  Ⅲ－３ 新たな転入勤労者に対する支援 

 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

① 転入勤労者等住宅取得支援補助金交付事業 【変更】 

・本市への定住を促進するため、市内に自ら居住するため住宅を新築または購入し、本市に

定住した勤労者等に対して補助金を交付する「小山市転入勤労者等住宅取得支援補助金制

度」について、補助範囲・補助対象などを再検討する。 

・制度活用を促進するため、市ホームページや広報紙への掲載をはじめ、市内住宅展示場

や金融機関等へのチラシ配布など、制度についての積極的な周知・ＰＲを図る。 

【事業概要（改正案）】 

○交付対象住宅 
専用住宅又は住宅部分の床面積が、建築物の延床面積の 1/2以上の併用住宅で、市内

に建築されたもの 
○交付対象者 

交付対象住宅を取得した方で、次の要件をすべて満たす方 
（1）小山市に定住を希望し転入し、転入日前 2年以上東京圏（東京都、埼玉県、千葉

県及び神奈川県）に住所を有していた方 
（2）就労する勤労者等の方 
（3）自治会に加入している方 
（4）交付対象住宅の取得日が令和 3（2021）年 4月 1日以降であり、転入日前 1年以

内又は転入日後 2年以内に交付対象住宅を取得した方 
（5）対象住宅に 5年以上定住することを誓約した方 
（6）世帯主及びすべての世帯員に市税の滞納がない方 
（7）世帯主及びすべての世帯員が暴力団員及び暴力団員等と密接関係者に該当しない方

○補助金の額 
区 分 基 準 補助額 

(1) 住宅補助【上限額】 
※(2)基本額＋(3)加算額 

交付対象住宅が【新築】の場合 50万円 
交付対象住宅が【中古】の場合 20万円 

(2)住宅補助【基本額】 
交付対象住宅が【新築】の場合 30万円 

交付対象住宅が【中古】の場合 10万円 

(3)住宅補助【加算額】 

本人若しくは配偶者が 39歳以下又は同一世帯
に 15歳以下の子がいる場合 

10万円 

三世代以上で同居している場合 5万円 
居住誘導区域に交付対象住宅を取得した場合 5万円 
神鳥谷南地区計画区域内に交付対象住宅を取得
した場合 

5万円 

思川駅北口駅前地区計画区域内に交付対象住宅
を取得した場合 

5万円 

空き家バンクに登録されている交付対象住宅を
取得した場合 

10万円 
 

 

評価指標  Ⅲ－３ 新たな転入勤労者に対する支援 

 

【該当事業】評価項目 
現況値 

【Ｒ２.12.31 現在】 

目標年次 

【Ｒ７年度】 

【Ⅲ-3-①】転入勤労者等住宅取得補助金を利用した東京圏か

らの年間転入者数 
115人 130人 
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基本施策  Ⅲ－４ 労働環境・労働者福祉の充実 

 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

①ワーク･ライフ･バランス推進事業 【変更】★ 

・男女共同参画の推進に理解と意欲があり、仕事と家庭生活を両立することができて、誰も

が働きやすい環境づくりを積極的に取り組んでいる事業者を「小山市ワーク・ライフ・バ

ランス推進事業者」として認定し、事業者名や取組内容を広く周知し、事業者の取組を支

援するとともに、働く場における男女共同参画の意識の向上を目指す。 

・男女共同参画に関する市内事業所アンケート調査結果においては、ワーク・ライフ・バラ

ンスの取組や多様な子育て支援が実施されており、時間外労働の縮減や有給休暇の取得率

向上に取り組んでいる事業所が増加傾向にある一方、現状ではワーク・ライフ・バランス

に取り組んでいないという事業所も見受けられた。子育てしながら安心して快適に働き続

けられる労働環境の確保を目指し、国や県、市における両立支援等の助成や支援制度の活

用を促進するとともに、全ての人がその能力を十分に発揮することができるよう、ライフ

スタイルに対応した多様で柔軟な働き方を推進する。 

【事業概要】 

○対象 

・市内に事業所、事務所等があり、常時雇用す

る労働者を有して活動（非営利的な活動を含

む）を行っている事業者 

○認定の対象となる取組 

1.仕事と家庭生活の調和を図るための積極的な

取組 

2.女性従業員の能力発揮を促進するための積極的な

取組 

3.地域における子育て、ふれあい活動等の地域

貢献活動を推進するための積極的な取組 

○認定について 

・認定の対象となる上記の取組で、それぞれの

項目において条件を満たしている場合には☆

が 1つ付き、最高 3つ星の認定となる。 

○認定されると 

・認定証を交付するとともに、事業者名や取組

の内容等について、市が主催する男女共同参

画にかかる講演会や催し等で周知するほか、

広報誌やホームページなどへ掲載する。 

▲小山市ワーク・ライフ・バランス推進事業者

認定証 
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【Ⅲ－４ 労働環境・労働者福祉の充実】 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

②労働者福祉充実事業 【拡大】 

・勤労者とその家族が楽しく豊かな生活を送ることができるよう、福利厚生の充実と施設

の整備を図る。 

・（一財）小山市勤労者共済サービスセンターによる会員事業所・勤労者への健康管理事業、

自己啓発事業、住宅・生活資金融資斡旋、イベント開催・レジャー施設利用補助等の余

暇活動推進事業等の各種福利厚生事業を推進する。 

・「小山市勤労者福祉会館」を「小山市勤労青少年ホーム」に機能を移転・集約し、勤労者

福祉事業と勤労青少年事業を同所で実施する勤労者のための複合施設とし、利用者への

サービス内容の充実を図るとともに、福祉事業等の利用を促進する。 

 
 

 

 

 

評価指標  Ⅲ－４ 労働環境・労働者福祉の充実 

 

【該当事業】評価項目 
現況値 

【Ｒ２.12.31 現在】 

目標年次 

【Ｒ７年度】 

【Ⅲ-4-①】ワーク・ライフ・バランス認定事業者数 65社 115社 

【Ⅲ-4-②】勤労者総合福祉センター年間利用者数 52,993人 55,000人 

 

▲（仮称）小山市勤労者総合福祉センター 
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Ⅳ 次代の小山を担う力の創造－人・ものづくり 

 

基本施策  Ⅳ－１ 若者や女性等の創業支援・育成 

 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

①創業起業支援事業 【変更】★ 

・中小企業診断士やビジネスコーチによる地域の企業家の創業・経営に関するさまざまな

課題解決に向けた個別指導と助言を実施する。 

・創業を考えている方や、新たな事業に取り組んでいる起業家、会社設立を考えている方

などを対象に実践的な経営講座を開催する。 

・起業意識の醸成を図るため広く起業に興味のある市民等を対象に「起業家フォーラム」

を開催する。 

・コロナ禍の「新しい生活様式」に対応した取り組みを推進することで事業進捗を図る。 

 

 

【事業概要】 

○創業・経営相談 

・無料 

○起業家育成講座 

・ビジネスプラン作成コース（秋、全４回） 

○起業家フォーラム 

・市内起業家によるパネルディスカッション等 

・２～３月、１回 
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■ 具体的取り組み ■ 方針 

②創業応援事業 変更なし 【現状維持】 

・若者や女性をはじめ創業を目指す多様な人材が、よりスピーディーにかつ安心して創業

できるように創業者向けの助成金を検討する。 

【事業概要】 

○支援メニュー例 

(1) 対象となる創業融資を受け、市内で創業をしたものについて助成金を支給する。 

(2) 対象となる創業融資を受け、市内で創業をしたものについて支払利子分を支給する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標  Ⅳ－１ 若者や女性等の創業支援・育成 

 

【該当事業】評価項目 
現況値 

【Ｒ２.12.31 現在】 

目標年次 

【Ｒ７年度】 

【Ⅳ-1-①】市内における創業者数（累計） 2人 12人 
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基本施策  Ⅳ－２ 経営力の強化 

 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

①企業経営体質強化事業 【変更】 

・近年の厳しい経済情勢等に対抗できる企業の経営体質の強化を図るため、同業種及び異

業種間の連携強化を促進するとともに、市、商工会議所、中小企業団体等による経営診

断、経営相談、経営者セミナー等の支援や、市内企業が抱える経営者保証解除に向けた

事業承継問題の解決を図る。 

・ベンチマーキング手法などを取り入れ、好業績企業の経営スタイルや経営実践を学習し

ながら、相対的な経営力のボトムアップを図る。（※ベンチマーキング手法とは、自己革

新を目的とし、高い革新成果を達成している他社のやり方を学び、自己の革新を最高水

準に高める方法を考え出すことである。） 

・コロナ禍の「新しい生活様式」に対応した取り組みを推進することで事業進捗を図る。 

 

 

 

評価指標  Ⅳ－2 経営力の強化 

 

【該当事業】評価項目 
現況値 

【Ｒ２.12.31 現在】 

目標年次 

【Ｒ７年度】 

【Ⅳ-2-①】経営トップセミナー等開催回数 78回 150回 

 

▲「“未来を拓く”経営トップセミナー」の模様 

▲経営相談会イメージ 
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基本施策  Ⅳ－３ 若手人材の教育環境・基盤整備 

 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

①ものづくり人材育成助成金交付事業 変更なし 【現状維持】★ 

・市内ものづくり中小企業が、専門的知識及び技能の習得、現場管理能力の強化その他の技

術力の向上又は経営力強化のため、研修に自社の従業員を受講させた場合及び次世代を担

う人材育成のために研修等を自ら開催した場合に、その費用の一部を助成する。 

・人材育成については、市内事業者アンケート調査においても、経営上の課題や今後必要な

事項として最も多く回答があったこと、さらに、本市が目指すべき工業振興の方向性とし

て、ものづくり産業に関わる人材確保・育成推進についても最も多かったことを踏まえ、

当該事業を積極的に展開することによる本市のものづくり産業の育成・振興の推進を図る

ものとする。 

【事業概要】 

○対象者：次の（1）～（3）の要件を全て満たす者 

（1）小山市内に事業所を有して製造業を営む中小企業者又は前者を含む団体 

（2）市税（法人市民税、固定資産税）を滞納していないこと 

（3）他の機関から同種の助成を受けていない、又は受ける予定がないこと 

○助成対象事業 

 (1) ものづくりに係る専門的知識の習得、技術力の向上などに資する研修に自社の従業員

を派遣し参加させた場合 

(2) 技術指導員(特級、1級、単一等級技能検定合格者又は研修内容に精通した者)を招い

て上記内容の研修を自ら開催した場合 

○対象経費 

   研修受講料、教材費、技術指導員謝礼、交通費、会場借上費、印刷製本費、広告宣伝費  

○助成率：対象経費の 1/2以内  

○限度額：20万円/年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲若手社員人材育成研修イメージ 
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■ 具体的取り組み ■ 方針 

②小山市工業大学セミナー事業 【現状維持】 

・現在実施されている小山工業大学セミナーを継続的に実施しながら、市内事業者の従業員

研修を行うことにより、効果的な人材育成、事業所のスキルアップを推進する。 

・実施にあたっては、小山商工会議所や関東職業能力開発大学等と連携しながら、各種講座

の充実とともに、研修方法の開発、教材の開発、講師の派遣等に関し必要な支援を行うこ

とを検討する。 

・コロナ禍の「新しい生活様式」に対応した取り組みを推進することで事業進捗を図る。 

【事業概要】 

○講座例 

・３次元ＣＡＤ講座、表計算ソフト Excelの活用、ソーシャルネットワーキングサービ

ス（ＳＮＳ）講座、チラシ公告デザイン、文書作成ソフト Wordの活用、プレゼンテ

ーションソフト PowerPointの基本操作 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標  Ⅳ－３ 若手人材の教育環境・基盤整備 

 

【該当事業】評価項目 
現況値 

【Ｒ２.12.31 現在】 

目標年次 

【Ｒ７年度】 

【Ⅳ-3-①】ものづくり人材育成助成金交付件数 166件 300件 

【Ⅳ-3-②】小山市工業大学セミナー受講者数 338人 680人 

▲小山市工業大学セミナーの模様 
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Ⅴ 互いに支え合う力の創造－交流・ネットワークづくり 

 

基本施策  Ⅴ－１ 地元企業のＰＲ・交流機会の創出 

 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

①地元企業のＰＲ・交流機会創出事業 【現状維持】 

・本市の工業をＰＲする場として開催されている工業祭について、継続的な実施を図るとと

もに、より地元企業の製品や活動等を広く市民等にアピールするため、現在５年に一回の

開催スパンの見直しを検討するとともに、企業に対しては参加費助成の充実など、より参

会しやすい支援を検討する。また企業主催のフェスティバル等についても、積極的な開催

促進を目指す。 

・地元企業を市民等にＰＲし、本市の工業を知ってもらう機会を広めるため、現在実施して

いる「科学体験バスツアー」の充実を図り、子どもたちのものづくりへの興味・関心を寄

せるきっかけづくりとして工場見学バスツアー等の実施を図る。実施にあたっては、見学

受け入れ企業の情報収集と提供に努めながら、有効な開催回数等を検討する。 

・市内工業団地と地元住民の交流を図り、市内工業と地域の発展を目指すため、「意見交換会」

を開催する。 

・子育て支援や男女共同参画あるいは環境への配慮等に積極的に取り組む企業に対し、市独

自の表彰制度を設けるなど、地元企業の PR効果を高めるため支援策を検討する。 

・コロナ禍の「新しい生活様式」に対応した取り組みを推進することで事業進捗を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標  Ⅴ－１ 地元企業のＰＲ・交流機会の創出 

 

【該当事業】評価項目 
現況値 

【Ｒ２.12.31 現在】 

目標年次 

【Ｒ７年度】 

【Ⅴ-1-①】科学体験バスツアー等参加者数 209人 380人 

【Ⅴ-1-①】工業団地と地元住民意見交換会の実施回数 7回 20回 

 

▲工業祭の模様 ▲科学体験バスツアーの模様 
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基本施策  Ⅴ－２ 企業立地のための支援拡大 

 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

①企業立地促進事業と周知・ＰＲ事業 変更なし 【現状維持】★ 

・本市においては、各種企業立地に係る支援制度を実施しているが、市内事業者アンケート

調査においても、それら制度の知名度や活用実績の低さが課題として明らかになったこと

を踏まえ、既存の小山市未利用地利用促進制度や企業立地促進土地取得奨励金など、本市

における各種企業立地促進のための支援制度を充実し継続的に実施しながら、県の支援制

度とあわせ積極的な制度利用を促進するための周知・ＰＲ活動を一体的に行い、優良企業

の進出・安定就労の確保に向けた支援施策の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標  Ⅴ－２ 企業立地のための支援拡大 

 

【該当事業】評価項目 
現況値 

【Ｒ２.12.31 現在】 

目標年次 

【Ｒ７年度】 

【Ⅴ-2-①】企業立地促進事業促進パンフレット等の作成・配付及び PR 部数 5,000部 10,000部 

▲各種制度のチラシ等による周知・ＰＲ 
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基本施策  Ⅴ－３ おやま産学官ネットワークの支援 

 

■ 具体的取り組み ■ 方針 

①異業種間・企業間交流事業 【現状維持】 

・おやま産学官ネットワークでは、産業界、高等教育機関、行政機関が連携・協力して、

地域経済の活性化等を図るため、業種を越えた人的ネットワーク形成を推進している。 

・異業種間交流は、新しい事業や経営改善のヒントが得られる等の効果が期待できること

から、広く市内に立地する企業・事業所に波及していく支援を検討する。 

・工業団地の入居企業間、工業団地間の情報伝達の一元化・スピード化を図るほか、市内

の企業間、工業関係団体間の交流促進による緊密なコミュニケーションを形成し、可能

な範囲で情報・技術を共有することにより、共同体としての小山の産業・地域振興を図

る。 

・コロナ禍の「新しい生活様式」に対応した取り組みを推進することで事業進捗を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標  Ⅴ－３ おやま産学官ネットワークの支援 

 

【該当事業】評価項目 
現況値 

【Ｒ２.12.31現在】 

目標年次 

【Ｒ７年度】 

【Ⅴ-3-①】異業種間・企業間交流事業開催回数 15回 40回 

学 
（教育機関） 

【ネットワーク】 

▲おやま産学官ネットワークのイメージ 

産 
（企業） 

官 
（行政） 

 
開発援助 

技術支援 

共同研究 

現場教育 

異業種交流 

情報交換 

人材交流 

人材育成 

【連携・協力】 
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４－４ 重点事業の位置づけ検討 

前述の具体的と仕組みの位置づけ方針に基づき、該当する事業について、下記の通り見直すも

のとします。 

（１）重点事業位置づけの視点 
 

① 地元企業の支援と新たな工業基盤整備の両輪で進める工業振興の視点 

本市の発展・活性化に必要不可欠な地元企業に対しては、昨今の新型コロナウイルス感染症の感

染拡大や、今後想定される人口減少傾向などを受け止めつつ、既存の各種支援制度による支援を継

続的に推進するとともに、今後さらなる市場のグローバル化や国際競争に対応した地元企業力の強

化を図るため、既存支援制度の拡充が求められる。 

また、本市には地域特産等を活かした魅力ある「おやまブランド」を有している。その魅力を最

大限活かした産業振興を図ることによる、本市の個性と魅力を発信していくことが求められる。 

一方、地元企業からも本市の強みとして評価されている地の利を活かし、新たな工業団地開発な

ど工業基盤の整備についても、長期的視点に立った本市の工業発展上欠かせない施策として挙げら

れる。全市的な人と企業に選ばれるための施策の展開を牽引するため、本計画においても積極的な

企業誘致策について推進することが重要である。 

このように、本市の工業を支える地元企業の支援と、新たな工業基盤の整備について、本市の工

業振興に欠かせない重要な視点として捉え、重点的に推進していくものとする。 

 

② 新たな雇用の創出と人材育成による持続的な工業振興の視点 

今後ますます進展する少子化等を背景とした人材・後継者不足という課題に対し、早急な対応

が求められるとともに、地元企業が抱える課題解決に向けた支援に取り組むことが重要である。 

そのため、新たな雇用の場となる企業誘致促進をはじめ、本市の工業に従事する労働力を確保

するための新たな雇用の創出に係る企業及び求職者に対する支援、及びものづくり産業等の持続

的な発展に向けた事業を重点的に推進していくものとする。 

 

③ 産学官の連携と行政の積極的支援による効果的・効率的な工業振興の視点 

各種工業振興策を効果的、効率的に展開していくに当たっては、企業、教育機関、行政の産学

官の連携と協力が必要不可欠である。企業立地促進の効果的な手法の検討や、雇用に係る若者と

企業のマッチング、多様な人々の就労や人材育成に対する支援などについて、その連携・協力体

制のもと積極的に事業の推進を図っていくとこが求められる。 

また、工業振興に係る各種支援制度等については、これまで積極的な実施を進めてきたところ

であるが、さらに地元企業や市外企業に対しても積極的な周知・PRを図り、制度等の利用促進と

企業誘致を重点的に推進していくものとする。 
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（２）重点事業 
 

重点事業の位置づけの視点を踏まえ、具体的取り組みのうち、本市の工業を取り巻く緊急的課題へ

の対応や、工業・地域振興において先導的な役割を担うものについては、各基本目標に対応しながら

重点的に取り組む事業として、以下のとおり 15 の重点事業を位置づけ、積極的な事業展開を図るも

のとする。 

 

 

■ 基本目標ごとの重点事業 

 

 

◆基本目標１：地域とともに発展する力の創造「活力・魅力づくり」 

重点事業①：【Ⅰ-1-⑤】海外販路拡大事業＜視点①,③＞ 

・日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）と連携し海外展開を支援 

重点事業②：【Ⅰ-1-⑥】中小企業設備投資促進事業＜視点①＞ 

・中小企業の活性化と生産性向上による経営基盤の安定化 

重点事業③：【Ⅰ-2-②】本場結城紬後継者育成・生産振興事業＜視点①,②＞ 

・後継者の確保・育成、小山産繭からの一貫生産体制を構築 

 

◆基本目標２：さらに発展する工業力の創造「人と企業に選ばれる基盤づくり」 

重点事業④：【Ⅱ-1-①】工業団地開発事業＜視点①,②＞ 

・将来を見据えた新たな産業立地・集積の受け皿となる（仮称）第四工業団地第二工区の開

発推進 

重点事業⑤：【Ⅱ-2-①】工業振興奨励金拡大事業＜視点①,②＞ 

・既存制度の拡充による地元企業の事業活動活性化と新たな企業立地促進 

重点事業⑥：【Ⅱ-2-③】本社機能移転補助金交付事業＜視点①,②＞ 

・立地優位性、交通利便性等を活かし、本社機能移転促進による人と企業に選ばれる施策の

展開 

重点事業⑦：【Ⅱ-2-④】企業誘致計画策定事業＜視点①,②,③＞ 

・長期的視点に立った効果的な企業誘致の促進策の検討 
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◆基本目標３：新たな働く力の創造「雇用創出・労働環境づくり」 

重点事業⑧：【Ⅲ-1-①】緊急雇用対策事業（雇用促進奨励金）＜視点①,②＞ 

・新型コロナウイルス感染症の影響による雇用情勢を注視し、雇用の安定化・拡大 

重点事業⑨：【Ⅲ-1-②】トライアル雇用促進支援事業＜視点①,②＞ 

・雇用者と労働者とのミスマッチを防ぐとともに、市内労働者の雇用の安定及び促進 

重点事業⑩：【Ⅲ-2-①】求職者技能向上教育訓練奨励金交付事業＜視点①,②＞ 

・市内に居住する求職者の技能向上の奨励と、市内雇用の促進 

重点事業⑪：【Ⅲ-2-③】就労支援事業＜視点①,②,③＞ 

・市内企業、教育機関、行政の連携・協力による多様な人々の就労支援 

重点事業⑫：【Ⅲ-4-①】ワーク･ライフ･バランス推進事業＜視点②,③＞ 

・企業の子育て支援制度充実の促進と職場における仕事の家庭の両立支援 

 

◆基本目標４：次代の小山を担う力の創造「人・ものづくり」 

重点事業⑬：【Ⅳ-1-①】創業企業支援事業＜視点①,③＞ 

・起業家・創業家の育成 

重点事業⑭：【Ⅳ-3-①】ものづくり人材育成助成金交付事業＜視点①,②＞ 

・専門的知識及び技能の習得、経営力強化等による人材育成の支援 

 

◆基本目標５：互いに支え合う力の創造「交流・ネットワークづくり」 

重点事業⑮：【Ⅴ-2-①】企業立地促進事業と周知・ＰＲ事業＜視点①,②,③＞ 

・企業立地促進事業の継続的実施と周知・PRによる利用促進 

 

①地元企業の支援と新たな工業基盤整備

の両輪で進める工業振興の視点 

②新たな雇用の創出と人材育成による

持続的な工業振興の視点 

③産学官の連携と行政の積極的支援による

効果的・効率的な工業振興の視点 

重点事業の積極的・先導的な 

展開による小山市の工業振興 
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４－５ 今後の計画推進について 

（１）今後の対応について 

今回の中間見直しは、現行計画策定から中間年次までの進捗を踏まえた方向性の変更、目標値の

修正と、最新の社会情勢への対応を目的とした、既存の取り組み内容の変更が中心となっている。 

今後さらなる事業の見直しや新規事業の立案が必要となった場合には、最新の社会情勢や本市の

実態、市民・関係者のニーズを踏まえて、求められる事業の実施を検討する。また、市財政の健全

化に必要な自主財源の安定確保を図るための工業団地開発推進など、内容によっては長期的かつ慎

重な協議が必要となるケースがあるため、次期計画（第三期小山市工業振興基本計画）策定時の検

討材料として整理する。 

 

（２）計画の進行管理 

各事業を実効性の高めるため、また時代背景やニーズに対し適切に対応するために、引き続き本

計画や上記に示した実施計画等の計画をもとに、ＰＤＣＡサイクル※による計画の進行管理を行う

ことが求められる。 

 

◆ＰＤＣＡサイクルによる計画の進行管理イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             
※PDCA サイクル： PDCA は、Plan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、Action（改善）の各頭文字。 

行政計画等の進行管理においても重要な概念の一つ。 

 


